
/参考資料1:

JSPHO固形がん疾患別都道府県別症例数(2008-2010年診断症例数合計)

脂.脊髄腫癌 神経芽腫群肢痛 旺細胞腫癌(脳腫癌を除く) 軟部腫癌 骨腫癌 肝腰痛 網膜芽腫 腎腫痩
北海道 13 20
青森県 12
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県 16
茨城県 18 14
栃木県 ー2 10
群馬県 12
埼玉県 78 30 25 15 ll 14
千葉県 28 32 19 13 10
東京都 88 53 33 30 14 18 22 17
神奈川県 50 20 25 17 18 12 15
山梨県
新潟県 33 10
富山県
石川県
福井県
長野県
岐阜県 10
静岡県 45 15
愛知県 25 20 12 18 10 10 23
三重県
滋賀県 17 10
京都府 18 10
大阪庶 79 30 3ー 26 12 14
兵庫県 36 20 18 13
奈良県 10
和歌山県 ll
鳥取県
島根県
岡山県 13
広島県 18 10 13
山口県
徳島県 15
香川県 12
愛媛県 10
高知県
福岡県 26 23 20 20 12
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県 ll
鹿児島県 13
沖縄県

注)2011年9月30日までの登環件数(本登録のみ)を計上
注)9名以下は-で表示



JSPHO血液がん疾患別都道府県別症例数 (2008-2010年診断症例数合計)

ALL AML まれな白血病 NHL 組織球症
北海道 58 20 17 13
青森県 12
岩手県 20
宮城県 33 ー2
秋田県 ー
山形県
福島県 32 10
茨城県 39 14
栃木県 32 16
群馬県 25 ll
埼玉県 87 31 25 25
千葉県 80 32 22 12
東京都 164 62 28 33
神奈川県 107 50 25 22
山梨県
新潟県 33 14 10
富山県 17
石川県 ll
福井県 ll
長野県 26 10
岐阜県 22 10
静岡県 51 18
愛知県 75 18 27 23
三重県 19
滋賀県 10
京都府 38 ll
大阪庶 108 46 28 48
兵庫県 82 20 16 25
奈良県 21
和歌山県 10
鳥取県
島根県
岡山県 20
広島県 33 15 12 14
山口県 10
徳島県 10
香川県 10
愛媛県 17
高知県
福岡県 46 33 12 ll
佐賀県 13
長崎県
熊本県 17 ll
大分県 10
宮崎県 17
鹿児島県 22 12 15
沖縄県 19

注 1)2011年6月15日までの登録件数を計上
注2)JSPHOからの提出資料をがん対策.健康増進課で3年分合計に修正
注3)9名以下は-で表示



小児がん拠点病院(仮称)
に対する考え方

日本小児血液･がん学会

*
*
#
*
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日本小児血液.がん学会の発足と専門医制度開始

2011年2月1日～28日

小児血液･がん暫定指導医認定申請第1回受付(終了)

2011年4月1日

日本小児血液･がん学会専門医制度規則および施行細則施行

2011年4月1日
小児血液･がん暫定指導医第1回認定

2011年7月6日～8月31日

小児血液･がん専門医研修施設認定申請第1回受付(終了)

2011年7月6日～9月15日

小児がん認定外科医認定申請第1回受付(終了)

2011年9月

小児がん認定外科医第1回認定(平成23年4月1日に遡って認定)

2011年12月

小児血液･がん専門医研修施設第1回認定(平成23年4月1日に遡って認定)

2012年1月

小児血液学会と小児がん学会が一本化され､小児血液･がん学会発足

2012年2月1日～29日

小児血液･がん暫定指導医認定申請第2回受付

(暫定指導医の募集は今回が最後となる予定です)

2012年4月1日～30日

小児がん認定外科医認定申請受付(終了)



今後のタイムテーブル

2012年5月31日

第2回小児血液･がん専門医研修施設認定申請に必要な診療実績のための
日本小児血液･がん学会疾患登録の締め切りは2012年5月31日とします｡この

日までに登録された症例のみが診療実績として認定されます｡

2012年6月1日～6月30日

第2回小児血液･がん専門医研修施設認定申請｡合格施設は2012年4月1日に
遡って認定されます｡

2012年4月18日～6月30日
研修単位認定申請受付

2013年春

第1回小児血液･がん専門医認定申請受け付け

2013年秋

第1回小児血液･がん専門医認定試験
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まとめ-その1

小児血液学会と小児がん学会(小児外科､病理､放射線関係者を含
む)の合意のもと｢小児血液･がん学会｣が発足(平成24年1月)

両分野での小児がん専門医,専門施設の選定作業を開始｡
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まとめ-その1

小児血液学会と小児がん学会(小児外科､病理､放射線関係者を含
む)の合意のもと｢小児血液･がん学会｣が発足(平成24年1月)

両分野での小児がん専門医,専門施設の選定作業を開始｡
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第3章 小児血液･がん専門医認定の要件

第13条(小児血液･がん専門医認定申請の要件)小児血液･がん専門医の認定を申請する者

は､次の各項の条件を全て満たさなければならない｡

1.(基本領域の専門医)小児科専門医であること｡
2.(がん治療認定医)日本がん治療認定医機構がん治療認定医(以下､がん治療認定医)､
または日本血液学会血液専門医(以下､血液専門医)であること｡

3.(会員歴)申請時において継続して3年間以上本学会会員であり､会費を完納していること｡
4.(臨床経験年数)卒後初期研修修了後5年以上小児血液および小児がんを含む小児科臨
床に携わっていること｡
5.(研修期間)24か月以上本学会の専門医研修施設に所属し､定められた研修カリキュラム

を修了していること｡

6.(臨床経験)研修カリキュラムに定める疾患群と症例数(日本小児血液･がん学会専門医制
度施行細則(以下､細則)第8条)の臨床経験を有すること｡
7.(研修実績)細則第6条に定める学会･教育セミナーに出席し､細則第5条に定める研修単
位数を満たすこと｡
8.(学術業績)細則第5条に定める専門領域の学会発表､および論文があること｡

9.(申請料)細則第10条に定める申請料を期日までに納めること｡
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(専門医認定申請)
第8条 (臨床経験:専門医)診療チームの一員として診断･治療を行った症例のうち重複し

ない30例の症例一覧を所定の様式に記入し､そのうち15例を個別症例票に記載する｡診

療チームの一員とは､診断や治療の方針決定に参加し､治療中に治療指示や病状説明を
行った者をいう｡

1)診療チームの一員として入院治療にあたった症例のうち､以下のものを1例として算定

できる｡ただし､腫癌性疾患については専門医研修施設で経験(診断および治療)した症例
でなければならない｡しかし､非腫癌性血液疾患あるいは造血幹細胞移植については､指
導医のもとで経験した症例であれば施設を問わない｡

(1)腫癌性疾患(造血器腫癌および固形腫癌)

(手初発未治療患者の診断と治療

②再発患者の再発直後の治療入院

③終末期
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(2)非腫癌性血液疾患(先天性･後天性凝固障害､鉄欠乏性貧血を除く赤血球疾患､非
腫癌性白血球系疾患､血小板異革､輸血合併症､免疫不全症など)

①初発未治療患者の診断と治療(外来での研修も含む)日本小児血液･がん学会専門
医制度施行細則ver.1.02011.1.263

②合併症や特殊治療
例:感染症のための入院､造血幹細胞移植､出血性疾患では手術や外科的治療
の止血管理のための入院､免疫学的治療など特殊な治療での入院､外来で
の止血管理

(3)同種造血幹細胞移植症例

2)必要経験症例数を以下のように定める｡
(1)造血器腫癌 10例以上
(2)固形腫癌 10例以上
(3)非腫癌性血液疾患 5例以上
(4)かつ上記および同種造血幹細胞移植症例の合計が30例
3)個別症例票の15例には､以下の疾患を各1例以上含めること｡ただし､施行開始5年
間は付則に定める暫定措置に従うものとする｡

急性リンパ性白血病､急性骨髄性白血病､悪性リンパ腫､小児外科腫痩(神経芽腫､

肝芽腫､腎芽腫､腔細胞腫癌のうち一つ)､骨軟部腫癌､脳腫癌､鉄欠乏性貧血を除
く赤血球疾患､血小板異常∴疑固異常､同種造血幹細胞移植症例
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第13条(指導医認定申請)指導医の認定を申請する者は､下記の書類を委員会
宛に提出する｡

1)指導医認定申請書(様式､本学会専門医認定番号を含む)

2)履歴書(勤務施設および職名)｡ただし､10年以上の小児血液および小児がん
臨床および研究に従事したことを示す内容であること｡

3)推薦書指導医または暫定指導医2名により署名された指導医推薦書｡

4)学術業績リスト(所定の様式)細則第14条に示す学会発表(抄録の写しを添
付)および論文のリスト(論文表紙(表題､著者､所属､要約を含む)の写しを添付)
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専門医研修施設の要件

第40条専門医研修施設の要件を以下のように定める｡ただし､協力可とは､予め登録さ

れた診療協力施設と協力して満たすことができるものとする｡診療協力施設は､専門医研
修施設であることを問わない｡診療協力施設の登録にあたっては､予め当該施設長の了解
を得なければならない｡ただし､専門医研修施設の暫定認定要件を付則に定めるものとす
る｡
1.小児血液･がん指導医(暫定指導医を含む)1名以上が常勤で勤務していること｡
2.小児がん認定外科医が常勤で勤務していること｡
3.日本医学放射線学会放射線診断専門医または放射線治療専門医が常勤で勤務して
いること｡放射線治療が自施設､または､診療協力施設でできること0
4.日本病理学会病理専門医が常勤で勤務していること｡
5.日施設､または､診療協力施設が骨髄移植推進財団認定施設またはさい帯血バンク
ネットワーク登録施設であること｡
6.直近の3年間に細則第22条に示す診療実績があること｡
7.診療実績に示す初発症例は本学会の小児がん全数把握登録事業または小児血液疾

患登録事業に登録されていること｡移植症例については造血細胞移植登録一元管理プロ
グラム(TRUMP)に登録されていること｡
8.本学会が定める研修カリキュラム作成要項に基づいて研修カリキュラムが作成され公

表されていること｡自施設で完結しない項目については､他の専門医研修認定施設と連携
して補完し､全ての研修カリキュラムを満たすこと｡
9.院内倫理審査委員会が開催され､同委員会により承認された臨床試験に参加している
こと｡
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10.院内の関連部門が参加する小児がんカンフアランスまたはこれに準じるものが定期的に
開催され､会議録が保存されていること｡
11.緩和ケアチームが活動していること｡
12.保育士またはチャイルドライフスペシャリスト等による子ども療養支援体制､および､院内
学級または訪問教師による教育支援体制があること｡家族の長期滞在施設またはこれに準じ
る設備が利用できることが望ましい｡

第41条(専門医研修施設審査)専門医研修施設審査部会において専門医研修施設の審査を

行う｡委員会はその結果を理事会に報告し､理事会は委員会により推薦された施設の認定を
承認する
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専門医研修施設(細則)

第22条(診療突績)専門医研修施設は､3年間に下記に示す診療実績がなければな
らない｡初発症例は､すべて本学会の小児がん全数把握登録事業､または､小児造
血幹細胞移植症例は､すべて造血細胞移植登録一元管理プログラムTRUMPに登録

されていなければならいない｡血液疾患登録事業に登録されていなければならない｡0

1)造血器腫癌初発症例10例以上､または固形腫癌初発症例10例以上

2)非腫癌性血液疾患初発症例(先天性･後天性凝固障害､鉄欠乏性貧血を除く赤血
球疾患､非腫癌性白血球系疾患､血小板異常など)の実績があれば合計に加算する｡

3)造血幹細胞移植の実績があれば合計に加算する｡

4)上記の合計が30例以上とする｡
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まとめ-その2

1)小児血液がん学会を発足し､学会として専門医研修施設の
認定要件を設定｡

2)小児血液がん学会として専門医,指導医の認定要件を設定｡

3)小児血液がん学会として小児がん外科認定医要件を設定｡

4)小児血液がん学会として他専門領域(日本小児放射線学会､

小児病理研究会､小児神経外科学会､小児がん看護学会)の

専門家の学会参加の道を開いた｡

5)その結果(H24.5時点)

専門医研修施設-75
暫定指導医-251

6)H25年には第1期生の専門医が認定される｡
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9ブロックにおける専門医研修施設数と暫定指導医数(H24､5).
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上段:ブロック別専門医研修施設あたりの小児人口(xlO4)

下段:ブロック別暫定指導医あたりの小児人口(xlO4)
新患:1perlO4
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日本における小児がん専門

(H24,5)

専門施設: 75施設
(1病院当たり20-30症例)

暫定指導医: 251名
(1医師当たり10症例弱)

∂

12の県では現時点で
専門施設がない
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拠点病院の整備に向けて(小児血液がん学会からの提案)

1)専門医研修施設が小児血液がん医療の根幹を担っている現状を踏

まえる必要がある｡専門研修施設の施設情報のupdate､さらに充実する
ために必要としている機能に関する調査が必要｡

2)領域別専門施設情報の集約とネットワーク構築

(例)小児外科､整形外科､脳外科､頭頚部外科で小児に特性を持つ施
設情報の集約と特性の整理(学会間連絡体制の再整備含)

3)地域､専門領域､その他の特性をベースにブロック(8-9?)に分類｡
各ブロックにハブ機能病院-『拠点病院』を設定(ブロック内でのコンセン
サスが必要)

4)ハブ機能病院(拠点病院)はブロック内で専門研修施設とネットワーク

を構築し､専門研修施設の機能向上に向けた責任を有する｡ブロック内
施設情報の集約と情報発信に向けた責任を有する｡

5)ハブ機能病院(拠点病院)がブロック内ネットワークの中でモデル的病

院となるべき施設内要件の策定とネットワーク内で共有/支援可能な機

能(CRC,医療情報管理士,cs,心理士など)の明確化
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ljI享車 7-重きコ.

がん対策推進基本計画

(変更案)

平成24年5月



目次

はじめに ･日 .･･- 日 日 ･･.･.･日 日 - ･･･日 日 1

第 1基本方針 ･･- ･ - .････日 - - .･･.･･- ･.2

1.がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施 日 .日 ･ - ･2

2.重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施.2

3. 目標とその達成時期の考え方 ･･･H H y.･･･ ,.I･ ･･- 2

等2 重点的に取り組むべき課題･･IIII･I･I･一･･.IIII･3

1

2

3

4

放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成 ･･.･･･.i･･･=

がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん登録の推進 ･･日 日 ･.････

働く世代や小児へのがん対策の充実 .･.

第3 全体目標 ･･- I･･

1.がんによる死亡者の減少 ･

2.全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上= ∫6

3.がんになっても安心して暮らせる社会の構築t･･.- .･･････6
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匡巨亘司

がんはー日本で昭和56 (1981)年より死因の第1位であり､平成22

(2010)年には年間約35万人が亡くなり､生涯のうちに約2人に1人が

がんにかかると推計されている｡こうしたことから､依然としてがんは国民の

生命と健康にとって重大な問題である｡

日本のがん対策は､昭和59 (1984)年に策定された ｢対がん10カ年

総合戦略｣､平成6 (1994)年に策定された ｢がん克服新10か年戦略｣､

平成16 (2004)年に策定された ｢第3次対がん10か年総合戦略｣に基

づき取り組んできた｡

さらに､がん対策のより一層の推進を図るため､がん対策基本法 (平成18

年法律第98号こ以下 ｢基本法｣という｡)が平成18(2006)年6月に成

立し､ヰ成19 (2007)年4月に施行され､基本法に基づき､がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための ｢がん対策推進基本計画｣(以下 ｢前基本計

画｣という｡)が平成19 (2007)年6月に策定された｡

前基本計画の策定から5年が経過した｡この間､がん診療連携拠点病院 (以

下 ｢拠点病院｣というO)の整備や緩和ケア提供体制の強化､地域がん登録の充

実が図られるとともに､がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど､一

定の成果を得られた｡

りかん
しかしながら､人口の高齢化とともに､日本のがんの罷患者の数､死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる中､がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ､それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている｡また､これまで重点課題として取り組ま

れてきた緩和ケアについては､精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と､放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え､

新たに小児がん対策､チーム医療､がん患者等の就労を含めた社会的な問題､

がんの教育などの課題も明らかとなり､がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善していくことを強く求めている｡

この基本計画は､このような認識の下､基本法第9条第7項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い､がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに
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するものであり､国が各分野に即した取り組むべき施策を実行できる期間とし

て､平成24 (2012)年度から平成28 (2016)年度までの5年程度

の期間を一つの目安として定める｡

また､この基本計画の策定に当たっては､基本法に基づき､がん対策推進協

議会 (以下 ｢協議会｣という.)の意見を聴くことになっているOまた､専門

的な知見を要する分野である小児がん､緩和ケア､がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され､報告書が協議会-提出された｡

今後は､基本計画に基づき､国と地方公共団体､また､がん患者を含めた国

民､医療従事者､医療保険者､学会､患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下 ｢関係者等｣という｡)が一体となってがん対策に取り組み､がん患

者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､

がんと向き合い､がんに負けることのない社会｣の実現を目指す｡

匪 1 基本方画

1 がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき､国､地方公共団体と関係者等は､がん患者を含

めた国民が､がん対策の中心であるとの認識の下､がん患者を含めた国民の視

点に立ってがん対策を実施していく必要がある｡

2 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では､がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくため､

重点的に取り組むべき課題を定める｡

また､がんから国民の生命と健康を守るためには､多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある｡

3 目標とその達成時期の考え方

基本計画では､これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ､全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定するQ
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また､原則として､全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る｡

第2 重点的に取り組むべき課題

1放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成

がんに対する主な治療法には､手術療法､放射線療法､化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする｡)などがあり､単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われている｡

日本では､胃がんなど､主として手術療法に適したがんが多かったこともあ

り､外科医が化学療法も実施するなど､がん治療の中心を担ってきた0

しかしながら､現在は､がんの種類によっては､放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに､新たな抗がん剤が多く登場し､

化学療法の知見が蓄積されてきたことから､様々ながんの病態に応じ､手術療

法､放射線療法､化学療法､さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている｡

一方で､今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが､外科

医の人員不足が危慎され､外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている｡

このため､これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図ってきたが､今後は､放射線療法､化学療法､手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに､こうした医療従事者と

協力してがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成していく必要があるO

また､医療従事者が､安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう､

各職種の専門性を活かし､医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある｡



2 がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう､緩和ケアが､

がんと診断された時から提供されるとともに､診断､治療､在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある｡

しかしながら､日本では､欧米先進諸国に比べ､がん性疫病の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく､がん性疫病の緩和が十分でないと推測さ

れること､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分

でないこと､国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで

いないこと､身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている

こと等から､緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる｡

このため､がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により､がんと診断された時から患者とその家族が､精神心理的苦痛

に対するJLlのケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう､緩和ケアの提

供体制をより充実させ､緩和ケア-のアクセスを改善し､こうした苦痛を緩和

することが必要である｡

また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう､

在宅緩和ケアを含めた在宅医療 ･介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある｡

3 がん登録の推進

がん登録はがんの羅恵やがん患者の転帰､その他の状況を把痩し､分析する

仕組みであり､がんの現状を把握し､がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに､がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである｡

地域がん登録は平成24 (2012)年度中に全ての都道府県で実施される

予定であり､参加している医療機関や届出数も増加しているが､届出の義務が

ないこと､患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある｡

このため､個人情報の保護を徹底しつつ､こうした問題を解決し､患者を含

めた国民ががん登録情報をより有効に活用できるよう､法的位置付けの検討も
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含めて､がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である0

4 働く世代や小児へのがん対策の充実

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに羅患し､約7万人ががんで

死亡しているoまた､がんは40代より死因の第1位となり､がんは高齢者の

みならず働く世代にとっても大きな問題である｡

働く世代ががんに羅患し社会から離れることによる影響は､本人のみならず

家族や同僚といった周りの人にも及ぶ｡こうした影響を少なくするため､働く

世代へのがん対策を充実させ､がんをなるべく早期に発見するとともに､がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持し､生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められているD

このため､働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策､年齢調整死

亡率が上昇している乳がん ･子宮環がんといった女性のがんへの対策､がんに

罷患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である｡

また､小児についても､がんは病死原因の第1位であり､大きな問題である｡

医療機関や療育 ･教育環境の整備､相談支援や情報提供の充実などが兼められ

ており､小児がん対策についても充実を図ることが必要である0

1第3全休日増
がん患者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して､｢がんによる死亡者

の減少｣と ｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上｣に rがんになっても安心して暮らせる社会の構築｣を新たに加え;平成1

9 (2007)年度から10年間の全体目標として設定する｡

1 がんによる死亡者の減少

平成 19 (2007)年度に掲げた10年間の目標である ｢がんの年齢調整

死亡率 (75歳未満)の20%減少Jについて､年齢調整死亡率は減少傾向で

あるが､昨今は減少傾向が鈍化しているO今後5年間で､新たに加えた分野別

施策を含めてより一層がん対策を充実させ､がんによる死亡者を減少させるこ
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とを目標とする｡

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは､がん性療病や､治療に伴う副作用 ･合併症等の身体的苦

痛だけでなく､がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えている｡また､その家族も､がん患者と同様に様々な苦痛を抱えているb

さらに､がん患者とその家族は､療養生活の中で､こうした苦痛に加えて､

安心 .納得できるがん医療や支援を受けられないなど､様々な困難に直面して

いる｡

このため､がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより､がん医療

や支援の更なる充実等により～｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養

生活の質の稚持向上｣を実現することを目標とする｡

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は､社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難しいなど社会的苦痛も抱えている｡

このため､これまで基本法に基づき､がんの予防､早期発見､がん医療の均

てん化､研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが､がん患者とその

家族の精神心理的一･社会的苦痛を和らげるため､新たに､がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することにより､｢がんになっても安心して暮ら

せる社会の構築｣を実現することを目標とする｡

第4 分野別施策と個別目標

1.がん医療

(1)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチーム医療の推進

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましく､平成12(2000)年から平成14 (20

02)年までに診断された全がんの5年相対生存率は57%と3年前に比べて

約3%上昇しており､年齢調整死亡率も1990年代後半から減少傾向にある

が､一方で原発巣による予後の差は大きく､牒臓がん､肝臓がん､肺がんの5
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年相対生存率はそれぞれ6%､27%､29%と依然として低い現状にある｡

このため､特に日本に多いがん (肺 ･胃･肝 ･大腸 .乳)を中心に､手術療

法､放射線療法､化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応じた適切な治療の普及に努め､･拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と治療等を含めた診療計画表をいう｡)を

策定し､キャンサーボー ド (各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

う｡)などを整備してきた｡また､放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など､特に放射線療法と化学療法の推進を図ってきた｡

しかし､これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方､患者が自分

の病状や検査 ･治療内容､それに伴う副作用 .合併症などについて適切な説明

を受け､十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や合意を

選択するインフォーム ド･コンセントが十分に行われていない､あるいは､患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオピニオンが十分に活用されていないなど､患者やその

家族の視点に立った医療体制の質的な整備が依然として十分でないと指摘され

ている｡

また､近年､医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い､放射線療法や

化学療法の専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されている｡こうした医

師等への負担を軽減し診療の質を向上させるため､また､治療による身体的､

精神心理的負担を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供しきめ細

やかに支援するため､多職種で医療にあたるチーム医療が強く求められるよう

になっている｡

この他､拠点病院を含む医療機関では､放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴う医療技術の施設間格差や実績の格差が生じていることから､地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている｡



(取り組むべき施策)

○チーム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に､医師による.十分な説明と患者やその家族の理解の下､イ

ンフォーム ド･コンセントが行われる体制を整備し､患者の治療法等を選択す

る権利や受療の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに､治療

中でも､冊子や視覚教材などの分かりやすい教材を活用し､患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備する｡

患者とその家族の意向に応じて､専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ､患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに､セカンドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する｡

学会や関連団体などは､がんの治療計画の立案に当たって､患者の希望を踏

まえつつ､標準的治療を提供できるよう､診療ガイドラインの整備を行うとと

もに､その利用実態を把捉し､国内外の医学的知見を蓄積し､必要に応じて速

やかに更新できる体制を整備する｡また､患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など､患者にとって分かりやすい情報提供に努め､国はこれを支援するD
l-

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボー ドを開催するなど､が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する｡

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し､安心かつ安全で質の高

いがん医療を提供できるよう､手術療法､放射線療法､化学療法の争種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより､各職種の専門性を活かし､

医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進する｡

各種がん治療の副作用 .合併症の予防や軽減など､患者の更なる生活の質の

向上を目指し､医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ､食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など､職種間連携を推進するO

患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については､外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る｡

また､患者の安全を守るため､様々な医療安全管理の取組が進められてきた
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ところであるが､診療行為には-定の危険性が伴うことを踏まえ､医療従事者

等が協力して､がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する｡

腫癌センターなどのがん診療部を設置するなど､各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努める｡

この他､質の高いがん医療を推進する一環として､国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

Egリ､特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮した

計声的な集約化を図る｡

○放射線療法の推進

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などと､放射線

療法の質を確保し､地域格差を是正し均てん化を図るとともに､人員不足を解

消する取組に加えて､一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る｡

医療安全を担保した上で､情報技術を活用し､地域の医療搬関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る｡

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため､放

射線治療の専門医､専門看護師 ･認定看護師､放射線治療専門放射線技師､医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに､多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど､患者の副作用 ･合併症やその他の苦痛に

対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備する｡

放射線治療機器については､先進的な放射線治療装置､重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに､その進捗状況を加味し､医療従事

者等が協力して､国内での計画的かつ適正な配置を検討する｡

○化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応し､専門性が高く､安全で効果的な化

学療法を提供するため､化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師､がん看

護や化学療法等の専門看護師 ･認定看護師など､専門性の高い人材を適正に配

置するとともに､多職種で構成された化学療法チームを設置するなど､患者の

副作用 .合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ鑑続的に対応できる診療体制
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を通院治療を含めて整備する｡

○手術療法の推進

より質の高い手術療法を提供するため､拠点病院をはじめとする入院医療機

関は､外科医の人員不足を解消し､必要に応じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど､各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに､

学会や関係団体などと連携し､手術療法の成績の更なる向上を目指し､手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う｡

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに､

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して､地域性に配

慮した一定の集約化を図った手術療法の実施体制を検討する｡

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため､麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師､口腔機能 .衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図り､質の高い周術期管理体制を整備するとともに､術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する｡

(個別目標)

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備し､3年以内に全て

の拠点病院にチ‥ム医療の体制を整備することを目標とする｡

診療ガイ ドラインの整備など､手術療法､放射線療法､化学療法の更なる質

の向上を図るとともに､地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより､安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を目標とする｡

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成

(現状)

がんの専門医の育成に関しては､厚生労働省では､平成19 (2007)年

からeラーニングを整備し､学会認定専門医の育成支援を行っている｡また､

文部科学省では､平成19 (2007)年度から平成23 (2011)年度ま

でに ｢がんプロフェッショナル養成プラン｣を実施し､大学では､放射線療法

や化学療法､緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師､薬剤師､看護師､

診療放射線技師､医学物理士等の医療従事者の育成を行っている｡その他､国､

学会､拠点病院を中心とした医療機関､関係団体､独立行政法人国立がん研究

センター (以下 r国立がん研究センター｣という.)などで､医療従事者を対象

10



として様々な研修が行われ､がん診療に携わる専門的な薬剤師､看護師等の認

定や育成を行っている｡

しかし一方で､放射線療法､化学療法､緩和ケア､口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ､薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他､多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なっており､専門医の質の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘がある｡

(取り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう､より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価､大学間連携による充実した教育プログラムの実

施等により､がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する｡

大学に放射線療法､化学療法､手術療法､緩和ケアなど､がん診療に関する

教育を専門的かつ臓器別にとらわれない教育体制 (例えば ｢臨床腫疫学講座｣

や ｢放射線腫癌学講座｣など)を整備するよう努める｡

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理し､より効率

的な研修体制を検討するとともに､国､学会､拠点病院を中心とした医療機関､

関係団体､国立がん研究センター等は､研修の質の維持向上に努め､引き続き､

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取り組む｡また､医療機関でもこう

した教育プログラム-医療従事者が参加しやすい環境を整備するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等､がん

患者にとって分かりやすく提示できる体制の整備を目標とする｡

また､関連学会などの協働を促し､がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに､地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進し､がん

医療の質の向上を目標とする｡

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進

(現状)

緩和ケアとは､ ｢生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して､痛みやその他の身体的問題､心理社会的問題､スピリチi.アルな
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問題を早期に発見し､的確なアセスメントと対処を行うことによって､ 苦しみ

を予防し､和らげることで､QOLを改善するアプローチである｣ (世界保健

機関より)とされている｡したがって､緩和ケアは精神心理的､社会的苦痛を

含めた全人的な対応が必要であり､その対象者は､患者のみならず､その家族

や遺族も含まれている｡

このため､前基本計画の重点課題に｢治療の初期段階からの緩和ケアの実施｣

を掲げ､全ての拠点病院を中心に､緩和ケアチームを整備するとともに､がん

診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催の他､緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできたO

しかし､日本0?医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較

すると依然として少なく､がん性疫病に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推測される他､がんと診断された時から､身体的苦痛だけ

でなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､就業や経済負担などの社会的苦

痛など､患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して､迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない｡

また､拠点病院に設置ざれている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他､専門的な緩和ケアを担う医療従事

者が不足している｡さらに､こうした緩和ケアの質を魅続的に評価し還元でき

る体制も不十分である｡

この他､国民の医療用麻薬への誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤った認識があるなど､依然として国民に対して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない｡

く取り組むべき施策)

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供

し､確実に緩和ケアを受けられるよう､患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ､がん性疫病をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど､がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する｡また､患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した､診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う｡

拠点病院を中心に､医師をはじめとする医療従事者の連携を図り､緩和ケア

12



チームなどが提供する専門的な緩和ケアへの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに､個人 ･集団カウンセリングなど､患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を強化する｡

専門的な緩和ケアの質の向上のため､拠点病院を中心に､精神腫癌医をはじ

め､がん看護の専門看護師 ･認定看護師､社会福祉士､臨床心理士等の適正配

置を図り､緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を図る｡

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携し､患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する｡

がん性療病で苦しむ患者をなくすため､多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のための薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図る｡また､精

神心理的 ･社会的苦痛にも対応できるよう､医師だけでなく､がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め､基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する｡

学会などと連携し､精神心理的苦痛に対するケアを推進するため､精神腫癌

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組む｡

これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため､患者の

視点を取り入れつつ､研修内容の更なる充実とともに､必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指した研修を実施する｡

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず､大

学等の教育機関では､実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他､医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため､医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努めるD

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療 ･福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発するD

(個別目標) (

関係機関などと協力し､3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直し､
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5年以内に､がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し､

知識と技術を習得することを目標とする｡特に拠点病院では､自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とするO

また､3年以内に､拠点病院を中心に､緩和ケアを迅速に提供できる診療体

制を整備するとともに､緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体制の整備と質の向上を図ることを目標とする｡･

こうした取組により､患者とその家族などががんと診断された時から身体

的 ･精神心理的 ･社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け､こうした苦

痛が緩和されることを目標とするO

(4) 地域の医療 ･介護サービス提供体制の構築

(現状)

医療提供体制については､がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた｡ 平成24(2012)年且月現在､旦且ヱの拠点病院が整

備され､2次医療圏に対する拠点病院の整備率は且且野となっている｡

しかし､近年､拠点病院間に診療実績の格差があることに加え､診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある｡また､拠点

病院は､2次医療圏に原則 1つとされているため､既に同じ医療圏に拠点病院

が指定されている場合は､原則指定することができない｡さらに､国指定の拠

点病院に加え､都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため､患者にとって分かりにくいとの指摘もあり､新たな課題が浮か

び上がっている｡

地域連携については､がん医療の均てん化を目的に､地域の医療連携のツー

ルとして､平成20 (2008)年より地域連携クリティカルパスの整備が開

始された｡

しかし､多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に梯能しておらず､

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている｡

また､在宅医療 ･介護サービスについては､がん患者の問でもそのニーズが

高まっているが､例えば､がん患者の自宅での死亡割合は過去5年間大きな変

化が見られていない｡
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こうした状況の中､施設中心の医療から生活の場で必要な医療 ･介護サービ

スを受けられる体制を構築することにより､住み慣れた場で安心して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている｡

そのため､入院医療機関では､在宅療養を希望する患者に対し､患者とその

家族に十分に説明した上で､円滑に切れ目なく在宅医療 ･介護サービスへ移行

できるよう適切に対応することが必要である｡また､在宅医療や介護を担う医

療福祉従事者の育成に当たっては､在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ､がん患者への医療 ･介護サービ

スについて､よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である｡さら

に､市町村等でも､急速な病状の変化に対応し､早期に医療 ･介護サービスが

提供されるよう､各制度の適切な運用が求められている｡

(取り組むべき施策)

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件､拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割､国の拠点病院に対する支援､拠点病院と地域の医療機関との連

携､拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上､国民に対する医療 ･支

援や診療実績等の情報提供の方法､拠点病院の客観的な評価､地域連携クリテ

ィカルパスの運用等)について､各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る｡

拠点病院は､在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携して､医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに､

患者とその家族が希望する療養場所を選択でき､切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療 ･介護サーlTビスを受けられる体制を実現するよう努めるBま

た､国はこうした取組を支援する｡

地域連携や在宅医療 ･介護サービスについては､患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう､地域の経験や創意を取り入れ､多様な主体が役割

分担の下に参加する､地域完結型の医療 ･介護サービスを提供できる体制の整

備､各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める｡

(個別目標)

がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質の高いがん医療を受けら

れるよう､3年以内に拠点病院のあり方を検討し､5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする｡
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また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療 ･介護サービス提供体制の構築を目標とする｡

(5) 医薬品 ･医療機器の早期開発 .承認等に向けた取組

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましいが､治験着手の遅れ､治験の実施や承認審査に

時間がかかる等の理由で､欧米で標準的に使用されている医薬品･医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる ｢ドラッグ･ラグ｣｢デバイス.･ラグ｣
が問題となっている｡

こうした問題に取り組むため､政府では ｢革新的医薬品.医療機器創出のた

めの5か年戦略｣(平成19 (2007)年)､｢新たな治験活性化5力年計画｣

(平成19 (2007)年)､｢医療機器の審査迅速化アクションプログラム｣(辛

成20 (2008)年)に基づき医薬品 .医療機器の早期開発 ･承認に向けた

取組が行われ､審査期間の短縮等が図られてきている｡

また､欧米では使用が認められているが､国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬 ･適応外薬)に係る要望の公募を実施し､｢医療上の必要性の

高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必要性を判断し､企業へ

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成21 (2009)年より進めら

れている｡

具体的には､学会や患者団体等から平成21 (2009)年当時､未承認薬

のみならず､適応外薬についても多くの要望が提出され､そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬･適応外薬について､承認に向けた取組が進められている｡

しかしながら､国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか､がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分であるD特に希少がん ･小児がんについては患者の数が少な

く治験が難しいためドラッグ･ラグの更なる拡大が懸念されており､一層の取

組が求められている｡

(取り組むべき施策)

質の高い臨床研究を推進するため､国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか､引き

続き研究者やCRC (臨宋研究コーディネーター)等の人材育成に努める｡
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下 ｢PMDA｣という｡)は､引き

続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ､PMDAと大学 .ナ

ショナルセンター等の人材交流を進め､先端的な創薬 ･医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく｡

未承認薬 t適応外柔の開発を促進するため､引き続き､｢医療上の必要性の高

い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣を定期的に開催し､欧米等で承認等されてい

るが国内で未承認 ･適応外の医薬品等であって医療上必要性が高いと託められ

るものについて､関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行う｡また､

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう､企業治験を促進するため

の方策を､既存の取組の継続も含めて検討する｡未承認薬のみならず適応外薬

も含め､米国等の承認の状況を把握するための取組に着手する｡

｢医療上の必要性の高い未承認薬 ･適応外業検討会議｣の中で､医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず､長期間治験が見込まれない抗がん剤

についても､保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し､先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく｡

なお∴がんを含め､致死的な疾患等で他q)治療法がない場合に､未承認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については､現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といった様々な観点や課題を踏まえつつ､

J従前からの議論を継続するo

希少疾病用医薬品･医療機器について､専門的な指導 I助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど､より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する｡

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから､国や

研究機関等は､国民や患者の目線に立って､臨床研究 .治験に対する普及啓発

を進め､患者に対して臨床研究 ･治験に関する適切な情報提供に努める｡

(個別目標)

医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認等に向けて､膝床研究中核病院 (仮称)

の整備､PMDAの充実､未承認薬 ･適応外薬の治験の推進､先進医療の迅速

かつ適切な実施等の取組を｢層強化し､患者を含めた国民の視点に立って､有
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効で安全な医薬品を迅速に提供するための取組を着実に実施することを目標と

する｡

(6)その他

(現状)

病理診断医については､これまで拠点病院では､病理 ･細胞診断の提供体制

の整備を行ってきたが､依然として病理診断医の不足が深刻な状況にある｡

リハビリテーションについては､治療の影響から患者の喋下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生じることがあり､また､がん患者の病状の進行に伴

い､次第に日常生活動作に次第に障害を来し､著しく生活の質が悪化すること

がしばしば見られることから､がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されている｡

希少がんについては､様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ､肉腫､

口腔がんや成人T細胞白血病 (以下 rATL｣という｡)など､数多くの種類が

存在するが､それぞれの患者の数が少なく､専門とする医師や施設も少ないこ

とから､診療ガイドラインの整備や有効な診断 ･治療法を開発し実用化するこ

とが難しく､現状を示すデータや医療機関に関する情報も少ない｡

(取り組むべき施策)

病理診断については､若手病理診断医の育成をはじめー細胞検査士等の病理

関連業務を専門とする臨床検査技師の適正配置などを行い､さらに病理診断を

補助する新たな支援のあり方や病理診断システムや情報技術の導入､中央病理

診断などの連携体制の構築などについて検討し､より安全で質の高い病理診断

や細胞診断の均てん化に取り組む｡

リハビリテーションについては､がん患者の生活の質の維持向上を目的とし

て､運動機能の改善や生活機能の低下予防に資するよう､がん患者に対する質

の高いリハビリテーションについて積極的に取り組むO

希少がんについては､患者が安心して適切な医療を受けられるよう､希少が

んに関する標準的治療の提供体制､情報の集約 .発信､相談支援､研究開発等

のあり方について､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等を参考に

しながら検討する｡
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(個別目標)

3年以内に､拠点病院などで､病理診断の現状を調査し､がん診療の病理診

断体制のあり方などについて検討する｡また､拠点病院などで､がんのリハビ

リテーションに関わる医療従事者に対して質の高い研修を実施し､その育成に

取り組むO希少がんに対しては､臨床研究体制の整備とともに個々の希少がん

に見合った診療体制のあり方を検討する｡

2. がんに関する相談支援と情報提供

(現状)

医療技術の進歩や情報端末の多様化に伴い多くの情報があふれる中､患者や

その家族が医療堆関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され､患者とその家族のがんに

対する不安や疑問に対応してきた｡

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに関連する情報の収集､分析､

発信､さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等､相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行ってきた.さらに､学会､医療機関､

患者団体､企業等を中心として､がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア･サポート)などの相談支援や情報提供に係る取組も広

がりつつある｡

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している4､相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ､こうした差が相談支援や情報提供の質にも影

響していることが懸念されている｡また､相談に対応可能な人員が限られる中､

最新の情報を正確に提供し､-精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されている｡

(取り組むべき施策)

国.地方公共団体 ･拠点病院等の各レベルでどのような情報提供と相談支揺

をすることが適切か明確にし､学会､医療機関､患者団体､企業等の力も導入

したより効率的 ･効果的な体制構築を進める｡

拠点病院は､相談支援センターの人員確保､院内 ･院外の広報､相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築､相談者からフィードバックを得るなど

の取組を実施するよう努め､国はこうした取組を支援する｡
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拠点病院は､相談支援センターと院内診療科との連携を図り､特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に対して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める｡

がん患者の不安や悩みを軽減するためには､がんを経験した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから､国と地方公共団体等は､

ピア .サボ- トを推進するための研修を実施するなど､がん患者 ･経験者との

協働を進め､ピア･サポー トをさらに充実するよう努める｡

国立がん研究センターは､相談員に対する研修の.充実や情報提供 ･相談支援

等を行うとともに､希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分かり

やすく情報提供を行い､全国の中核的機能を担う｡

pMDAは､関係機関と協力し､副作用の情報収集 ･評価と患者への情報鹿

供を行う｡

(個別目標)

患者とその家族のニーズが多様化している中､地方公共団体､学会､医療機

関､患者団体等との連携の下､患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ､がん

の治療や副作用 ･合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供し､きめ細やかに対応することで､患者とその家族にとってより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする｡

3. がん登録

(現状)

がんの羅患数や罷患率､生存率､治療効果の把堰など､がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより､エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため､また､国民や患者-の情報提供を通じてがんに対する理解

を深めるためにもがん登録は必須である｡

地域がん登録は健康増進法 (平成14年法律第103号)第16条に基づき

平成24 (2012)年1月現在､45道府県で実施ざれ､平成24(201

2)年度中に全都道府県が実施する予定となっている｡また､地域がん登録-

●の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり､拠点病院

で全国の約6割の患者をカバーしていると推定されている｡平成23(201

1)年5月､国立がん研究センターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公
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開した｡

地域がん登録の取組は徐々に拡大し､登録数も平成19 (2007)年35

万件から平成22 (2010)年59万件へと順調に増加しているが､医療機

関に届出の義務はなく､職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること､現在の制度の中で､患者の予後情報を得ることは国難又

はその作業が過剰な負担となっていること､地域がん登録は各都道府県の事業

であるため､データの収集､予後調査の方法､人員､個人情報保護の取扱いな

どの点でばらつきがみられることなどが課題としてあげられる｡ さらに､国の

役割についても不明確であり､こうした理由から､地域がん登録データの精度

が不十分であり､データの活用 (国民-の還元)が進んでいないとの指摘があ

る｡

(取り組むべき施策)

法的位置付けの検討も含めて､効率的な予後調査体制を構築し､地域がん登

録の精度を向上させる｡また､地域がん登録を促進するための方策を､既存の

取組の継続も含めて検討する｡

国､地方公共団体､医療機関等は､地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに､将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによって更に詳細にがんに関する現状を分析していくこと

を検討するO

国立がん研究センターは､拠点病院等への研修､データの解析 ･発信､地域 ･

院内がん登録の標準化への取組等を引き続き実施し､各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､法的位置付けの検討も含め､効率的な予後調査体制の構築や院

内がん登録を実施する医療梯関数の増加を通じて､がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする｡

また､患者の個人情報の保護を徹底した上で､全てのがん患者を登録し､予

後調査を行うことにより､正確ながんの羅患数や羅患率､生存率､治療効果等

を把握し､国民､患者､医療従事者､行政担当者､研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする｡
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4.がんの予防

(現状)

がんの原因は､喫煙 (受動喫煙を含む)､食生活､運動等の生活習慣､ウイル

スや細菌への感染など様々なものがあるO特に､喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは､科学的根拠をもって示されている｡

たばこ対策については､｢21世紀における国民健康づくり運動｣や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行ってきたが､平成17 (2005)年に ｢たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約｣が発効したことから､日本でも､同

条約の締約国として､たばこ製品への注意文言の表示強化､広告規制の強化､

禁煙治療の保険適用､公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた｡また､平成22 (2010)年10月には､国民の健

康の観点から､たばこの消費を抑制するという考え方の下､1本あたり3.5

円のたばこ税率の引上げを行った｡

こうした取組により､成人の喫煙率は､24. 1% (平成19 (2007)

年)から19.5% (平成22 (2010)年)と減少したところであるが､

男性の喫煙率は､32.2% (平成22 (2010)年)と諸外国と比較する

と依然高い水準である｡

また､成人の喫煙者のうち､禁煙を希望している者は､28.9% (平成1

9 (2007)年)から37.6% (平成22 (2010)年)と増加してい

る｡

受動喫煙の機会を有する者の割合については､行政機関は16.9% (平成

20 (2008)年)､医療横間は13.3% (平成20 (20-08)年)とな

っている0-万二職場の受動喫煙の状況については､｢全面禁煙｣又は r喫煙室

を設けそれ以外を禁煙｣のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%､

職場で受動喫煙を受けている労働者が44% (平成23 (2011)■年)とさ

れ､職場の受動喫煙に対する取組が遅れているDまた､家庭で日t常的に受動喫

煙の機会を有する者の割合は10.7% (平成22 (2010)年)､飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50.1% (平成22 (2010)年)と

なっている｡

また､ウイルスや細菌への感染は､男性では喫煙に次いで2番目､女性では

最もがんの原因として寄与が高い因子とされている｡例えば､子宮頭がんの発

がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下 ｢HPV｣という.)､肝がん
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と関連する肝炎ウイルス､ATLと関連するヒトT細胞白血病ウイルス1型(以

下 rHTLV-1｣という｡)､胃がんと関連するヘリコバクタ- ,ピロリな

どがある｡この対策として､子宮頚がん予防 (HPV)ワクチン接種の推進､

肝炎ウイルス検査体制の整備､HTLV-1の感染予防対策等を実施している｡

がんと関連する生活習慣等につい■ては､ ｢21世紀における国民健康づくり

運動｣等で普及 .啓発等を行ってきたが､多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず､果物類を摂取している人の割合が低下しているなど､

普及啓発が不十分な部分がある｡

(取り組むべき施策)

たばこ対策については､喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をより一層充実させる｡具体的には､様々な企業 ･団体と連携した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他､禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに､受動喫煙の防止については､

平成22 (2010)年に閣議決定された ｢新成長戦略｣の工程表の中で､｢受

動喫煙のない職場の実現｣が目標として掲げられていることを踏まえ､特に職

場の対策を強化する｡また､家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては､妊産婦の喫煙をなくすことを含め､受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進める｡

感染に起因するがんへの対策のうち､HPVについては､子宮頚がん予防 (H

pv)ワクチンの普及啓発､ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン接

種の方法等のあり方について検討を行う｡また､引き続き子宮頭がん検診につ

いても充実を図る｡肝炎ウイルスについては､肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通じて､肝炎の早期発見 ･早期治療につなげることにより､肝がん

の発症予防に努める｡また､B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方について検討を行う｡HTLV-1については､感染予防対策等に引き続き

取り組む｡ヘリコバクタ一 ･ピロリについては､除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する｡

その他の生活習慣等については､｢飲酒量の低減｣､｢定期的な運動の継続｣､

｢適切な体重の維持｣､ ｢野菜 ･果物摂取量の増加｣､ ｢食塩摂取量の減少｣

等の日本人に推奨できるがん予防法について､効果的に普及啓発等を行う｡
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(個別目標)

喫煙率については､平成34 (2022)年度までに､禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を12%とすることと､未成年者の喫煙をなくすこと

を目標とする｡さらに､受動喫煙については､行政機関及び医療機関は平成3

4 (2022)年度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を0%､職場につ

いては､事業者が ｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室を設けそれ以外を禁煙｣のいずれ

かの措置を講じることにより､平成32(2020)年までに､受動喫煙の無

い職場を実現することを目標とする｡また､家庭､飲食店については､喫煙率

の低下を前提に､受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより､平

成34 (2022)年度までに家庭は3%､飲食店は15%とすることを目標

とする｡

また､感染に起因するがんへの対策を推進することにより､がんを予防する

ことを目標とする｡

さらに､生活習慣改善については､ ｢ハイリスク飲酒者の減少｣､ ｢運動習

慣者の増加｣～ ｢野菜と果物の摂取量の増加｣､ ｢塩分摂取量の減少｣等を目

標とする｡

5.がんの早期発見

(現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている｡

国は､平成23 (2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携

促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきた｡さらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきた｡

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮頚がん.乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から30%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが悪い､普及啓

発が不十分であ~ること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針
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以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､一個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている｡

(取り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のより正確な分析を行うO

がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

る｡さらに､職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う｡

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診

を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職域のがん検診との連携

など､より効率的 .効果的な施策を検討するO

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などが4J検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進める｡
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(個別目標)

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 ･事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする｡

がん検診の受診率については､5年以内に50%(胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを目標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮頚がんは20歳から6

9歳)までを対象とす卓｡

がん検診の項目や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡

6.がん研究

(現状)

日本のがん研究は､平成16 (2004)年度に策定された ｢第3次対がん

10か年総合戦略｣を基軸として､戦略的に推進されるとともに､これまでの

基本計画で掲げられた､難治性がんの克服や患者のQOL向上に資する研究な

ど臨床的に重要性の高い研究や､がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている｡

また､国内のがん研究に対する公的支援は､厚生労働省､文部科学省､経済

産業省など複数の関係省庁により実施され､内閣府の総合科学技術会議と内閣

官房医療イノベーション推進室によらて各省庁によるがん研究事業の企画立案

から実施状況までの評価や予算の重点化が行われ､省庁間の一定の連携が図ら

れるとともに､がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている｡

しかし､依然として､多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く､がんの予防や根治､治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究

をさらに推進する必要があるDまた､近年は､国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ､日本発のがん治療薬や医療桟器の開発の遅

れが指摘され､特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては､創案

や機器開発をはじめとして､有効な診断 ･治療法を早期に開発し､実商化する

ことが求められている｡

また､基礎研究､涛床研究､公衆衛生研究等､全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく､研究に関わる専門
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の人材育成等を含めた継続的な支援体制が十分に整備されていないことが､質

の高い研究の推進の障害となっている｡

さらに､各省庁による領域毎のがん研究の企画 ･設定と省庁間連携､国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的 ･一体的な推進が求められて

いる｡

･この他､全てのがん研究に関して､その明確な目標や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく､その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である｡

(取り組むべき施策)

ドラッグ ･ラグとデバイス ･ラグの解消の加速に向け､より質の高い臨床試

験の実施を目指し､がんの臨床試験を続合.調整する体制や枠組みを垂備する｡

また､日本発の革新的な医薬品 ･医療機器を創出するため､,.がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ､国際水準に準拠

した上で､first-in-hurnan試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試

験をいう｡)､未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整備と研究施設内の薬事支援部門の弓針ヒを推進する｡

より効率的な適応拡大試験などの推進のため､平成24 (2012)年度よ

り臨床試験グループの基盤整備に対する支援を図る｡

固形がんに対す尋革新的外科治療 ･放射線治療の実現､新たな医療機器導入

と効果的な集学的治療法開発のため､中心となって臨床試験に取り組む施設を

整備し､集学的治療の臨床試験に対する支援を強化する｡

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がん診断t治療法の創出に向け､先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいう｡)を生み出すがんの基礎研究への支援を一層強化するとともに､

その基礎研究で得られた成果を臨床試験等-つなげるための橋渡し研究などへ

の支援の拡充を図る｡

限られた研究資源を有効に活用するため､公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することによ-リ､日本人のが
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んゲノム解析を推進する｡

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する｡

また､実際に一定数のがん患者に対して高度標準化治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し､それを活用した効率的な臨床試験の

推進に対して継続的に支援する｡

がんの予防方法の確立に向けて､大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し､放射線･化学物質等-の健康影響､予防介入効果､

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進するとともに､公

衆衛生研究の更なる推進のため､個人情報保護とのバランスを保ちつつ､がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する｡

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため､研究成果に対する

透明性の高い評価制度を藤立 ･維持するとともに､がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより､がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り､がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する｡

がん登録の更なる充実を通じて､がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに､ 予防･検診 ･診断ガイドラインの作成や､がん予防の実践､が

ん検診の精度管理､がん医療の質評価､患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う｡

若手研究者 (リサーチ ･レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする

がん研究に関する人材の戦略的育成や､被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに､研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う｡

(個別目標)

国は､｢第3次対がん10か年総合戦略｣が平成25(2013)年度に終了

することから､2年以内に､国内外のがん研究の推進状況を備轍し､がん研究

の課題を克服し､企画立案の段階から基礎研究､臨床研究､公衆衛生学的研究､

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため､今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戟略を策定することを目標とする｡

また､新たながん診断 ,治療法やがん予防方法など､がん患者の視点に立っ
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て実用化を目指した研究を効率的に推進するため､がん患者の参画などを図り､

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持った体制を整備し､有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る｡

7.小児がん

(現状)

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんは､成人のがんと異な

り生活習慣と関係なく､乳幼児から思春期､若年成人まで幅広い年齢に発症し､

希少で多種多様ながん種からなる｡

一方､小児がんの年間患者の数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定され､医療機関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり､小児がん患者が必ずしも適切な医療

を受けられていないことが懸念されている｡

また.強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治療により､治癒した

後も発育 ･発達障害､内分泌障害､臓器障害､性腺障害､高次脳梯能障害､二

次がんなどの問題があり､診断後､長期にわたって日常生活や就学 .就労に支

障を来すこともあるため､患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である｡

さらに､現状を示すデータも限られ､治療や医療機関に関する情報が少なく､

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や､セカンドオピニオンの体

制も不十分である｡

(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院 (仮称)を指定し､専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む)､患者とその家族に対する心理社会的な支援､適切な療育 ･教育環

境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオピニオン

の体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

る｡

小児がん拠点病院を整備したのち､小児がん拠点病院は､地域性も踏まえて､

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう､地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める｡また､患者が､発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に腎
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まリ､他の子どもたちと同じ生活 ･教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する｡

小児がん経験者が安心して暮らせるよう､地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症､二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに､小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する｡

小児がんに関する情報の集約 ･発信､診療実績などのデータベースの構築､

コールセンター等による相談支援､全国の小児がん関連施設に対する診療､連

携､臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する｡

(個別目標)

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指し､5年以内に､小児がん拠点病院を整備し､小児がんの中核

的な梯関の整備を開始することを目標とする0

8.がんの教育 ･普及啓発

(現状)

健康については子どもの頃から教育することが重要であり､学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といった観点から､がんの予防も含めた健康教育に取り

組んでいる｡しかし､がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている｡

また､患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は､例えば｢がん検診50%

集中キャンペーン｣の開催､国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援､民間を中心としたキャンペーン､患者支援､

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている｡しかし､い

まだがん検診の受診率は20%から30%程度であるなどがんに対する正しい

理解が必ずしも進んでいない｡

さらに､職域でのがんの普及啓発､がん患者への理解､がんの薬が開発され

るまでの過程や治験に対する理解､様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる淀乱等新たなニーズや問題も明らかになりつつあるO
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(取り組むべき施策)

健康教育全体の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討する｡

地域性を踏まえて､がん患者とその家族､がんの経験者､がん医療の専門家､

教育委員会をはじめとする教育関係者､国､地方公共団体等が協力して､対象

者ごとに指導内容 ･方法を工夫した ｢がん｣教育の試行的取組や副読本の作成

を進めていくとともに､国は民間団体等によって実施されている教育活動を支

援する｡

国民への普及啓発について､国や地方公共団体は引き続き､検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに､民間団体によって実施されている普及

啓発活動を支援する｡

患者とその家族に対し七も､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療

機関の相談支援 rL情報提供機能を強化するとともに､民間Efl体によって実施さ

れている相談支援 =情報提供活動を支援する｡

(個別目標)

子どもに対しては､健康と命の大切さについて学び､自らの健康を適切に管

理し､がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し､5年以内に､学校での教育のあり方を含め､健康教育全体

の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討し､検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とする｡

国民に対しては､がん予防や早期発見につながる行動変容を促し､自分や身

近な人ががんに躍患してもそれを正しく理解し､向かい合うため､がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする｡

患者に対しては､がんを正しく理解し向き合うため､患者が自分の病状､治

療等を学ぶことのできる環境を整備する｡患者の家族についても､患者の病状

を正しく理解し､患者の心の変化､患者を支える方法などに加え､患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする｡

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題

(現状)

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している一方､がん医療の進歩とともに､日本の全がんの5年相対生存率
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は57%であり､がん患者 ･経験者の中にも長期生存し､社会で活躍している

者も多い｡

一方､がん患者 ･経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面している者も多いO例えば､厚生労働省研究班によると､がんに羅患した勤

労者の30%が依願退職し､4%が解雇されたと報告されている｡こうしたこ

とから､就労可能ながん患者 ･経験者さえも､復職､継続就労､新規就労する

ことが困難な場合があると想定される｡

また,拠点病院の相談支援センターでも､就労､経済面､家族のサポー トに

関することなど､医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い｡しかしな

がら､必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず､適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念される｡

(取 り組むべき施策)

がん以外の患者へも配慮しつつ､がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で､職場でのがんの正しい知識の普及､事業者 ･がん患

者やその家族 ･経験者に対する情報提供 ･相談支援体制のあり方等を検討し､

検討結果に基づいた取組を実施する｡

働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう､医療従事者､産

業医､事業者等との情報共有や連携の下､プライバシー保護にも配慮しつつ､

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し､検討結果に基

づき試行的取組を実施する｡

がん患者も含めた患者の長期的な経済負担の簸減策については､引き続き検

討を進める｡

医療機関は､医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう健康確保を

図った上で､患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい｡

事業者は､がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備､さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい｡

また､職場や採用選考時にがん患者 ･経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある0
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(個別目標)

がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で､国､地方公共団体､関係者等が協力して､がんやがん患者 .'経験者に対す

る理解を進め､がん患者 ･経験者とその家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通じて､抱えている不安の軽減を図り､がんになっても安心して働き暮

らせる社会の構築を目標とする｡

第5 がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

1. 関係者等の連携協力の更なる強化

がん対策の推進に当たってはこ国､地方公共団体と関係者等が､適切な役割

分担の下､相互の連携を図りつつ一体となって努力していくことが重要である｡

2. 都道府県による都道府県計画の策定

都道府県では､基本計画を基本として､平成25 (2013)年度からの新

たな医療計画等との調和を図り､がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ､地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ､なるべ

く早期に ｢都道府県がん対策推進計画｣の見直しを行うことが望ましい｡

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため､国と地方公共団

体は､関係者等の意見の把握に努め､がん対策に反映させていくことが極めて

重要である｡

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は､がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが､

がん患者を含めた国民は､その恩恵を受けるだけでなく､主体的かつ積極的に

活動する必要がある｡また､企業等には､国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援 ･協力が望まれる｡

なお､がん患者を含めた国民には､基本法第6条のとおり､がんに関する正

しい知識を持ち､がんの予防に必要な注意を払い､必要に応じがん検診を受け
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るよう努めることの他､少なくとも以下の努力が望まれる｡

● がん医療はがん患者やその家族と医療従事者とのより良い人間関係を

基盤として成り立っていることを踏まえ､医療従事者のみならず､がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること｡

● がん患者が適切な医療を受けるためには､セカンドオピニオンに関する

情報の提示等を含むがんに関する十分な説明､相談支援と情報提供等が重

要であるが､がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めること｡

● がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため､がん患

者を含めた国民や患者団体も､国､地方公共団体､関係者等と協力し､が

ん対策を議論する場に参加し､がん医療やがん患者とその家族に対する支

援を向上させるという自覚を持って活動するよう努めること｡

● 治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには､がん患者の協力が不可
欠であり､理解を得るための普及啓発は重要であるが､がん患者を含めた

国民も､がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること｡

5.■ 必要な財政措置の実施と予算の効率化 ･重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し､全体目標を達成するため

には､がん対策を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講

じるなど､t各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行っていくことが重要

である｡

一方で､近年の厳しい財政事情の下では､限られた予算を最大限有効に活用

することにより､がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる｡

このため､より効率的に予算の活用を図る観点から､選択と集中の強化､各

施策の重複排除と関係府省間の連携強化を図るとともに､官民の役割と費用負

担の分担を図る｡
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6. 目標の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の策定

基本計画に定める目標については､適時､その達成状況について調査を行い､

その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表する.また､が

ん対策の評価に資する､医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行い､施策の進捗管理と必要な見直しを行う｡

なお､国は基本計画に基づくがん対策の進捗状況について3年を目途に中間

評価を行い､必要に応じて施策に反映する｡また､協議会は､がん対策の進捗

状況を適宜把握し､施策の推進に資するよう必要な提言を行う｡

7. 基本計画の見直し

基本法第9条第7項では､｢政府は､がん医療に関する状況の変化を勘案し､

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ､少なくとも5年ごとに､基本計画

に検討を加え､必要があ尋と認めるときには､これを変更しなければならない｣

と定められているが､がんに関する状況の変化､がん対策の進捗状況と評価を

踏まえ､必要があるときは､計画期間が終了する前であっても､これを変更す

る｡
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参考資料4

-今後の小児がん対策のあり方について～

(小児がん専門委員会報告書)

平成23年8月10日

がん対策推進協議会

小児がん専門委員会



恒 はじ由ご1

1 がん対策推進基本計画による取嘩

(1)がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

がんは.我が国において昭和56年から死因の第一位となっていることから､｢国

民病Jと位置づけられており.がん対策基本法第2条第3号においても｢がん患者の

意向を尊重したがん医療の提供体制の整備Jと規定されており､国民目線でのがん対

策が実施されている｡一方､子どもは国民の宝として大切に育てられるべきであるに

も関わらず､がんは小児において病死原因の第-位を占めており､がん対策推進基本

計画には､小児がん対策はほとんど盛り込まれていない｡その結果､小児がん対策が

著しく遅れている｡

これまでの基本計画がおもに成人の5大がんを中心としたものであったこと､小児

がんの多くが小児病院で診療されていること､患者が子どもであり国への声が届きに

くいことなどが､小児がん患者が本基本計画の恩恵にあずかれなかった理由と考えら

れるO小児がんは成人がんとはまったく異なる疾患群で､小児白血病のほか多くの種

類の胎児性腫癌や肉腫により構成される｡これらの疾患は発生頻度が低く､様々な部

位から発生するうえ､小児から思春期､若年成人に苦で発症するため､一口に小児が

んといっても､多種多様ながん種と幅広い年齢層を念云副こ置いた対策が必要である｡

思春期がんを含む小児がん (以下､小児がん)は成人がんと比べ､化学療法や放射
線治療への反応性が良好であり､適切な治療の実施により多くのがん種で高い治癒率

が得られる反面､たとえ治癒しても強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治

療によるその後の合併症 (両者を合わせて晩期合併症と呼ぶ)が､治癒した後も問題

となるなど､日常生活における様々な心理社会的問題に波及することから､成人がん

とは異なった取り紋みが必要である｡また､現在､大震災での子どもの放射線被ばく

によるがんの発生についての取り組みも求められている｡

(2)小児がんに対して重点的に取り組むべき課題を定めた絵合的ながん対策の実施

がん対策推進基本計画はへ ｢がんによる死亡率の減少｣及び ｢すべての患者お

よびその家族の苦痛の軽減ならびに療養生活の質的中上Jを全休目標としており､rが

ん医療｣については､がん診療連携拠点病院整備を中心にがんの治療の均てん化が行

われてきている｡しかし､小児がんは化学療法や放射線治療への感受性も高く､正し

い診断のもとに鐘験豊富な施設で的確な治療を迅速に行うことがより求められるに

も関わらず､発症数が少ないうえに症例が分散しており､必ずしも正確な診断や適切

な初期治療がなされていない｡また､小児がん全般に対応可能な複数の領域の専門家
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が揃い､小児に適した治療設備を備えた施設は極めて少ない｡小児がんは多様な疾患

の集まりであるが化学療法や放射線治療の進歩により全体の7割で治癒が可能とな

り､今や小児がん経験者 (小児がんの原疾患が治癒した者)は20歳代の約1,00

0人に1人に達していると推定され.今後さらに増加する見込みである｡しかし､小

児がん経験者にとっては､晩期合併症 く発育･発達障害､内分泌障害､臓器障害.妊

李性障害､高次脱機能障害､二次がんなE)が大きな問題であるにもかかわらず､そ

の実態と対策はいまだ明らかではなく､長期フォローアップ体制の確立など成人がん

と異なった医療体制と社会支援が強く求められている｡

2 小児がんをめぐる現状

○小児がん医療の問題点

がん医療において質の高い医療を提供するためには､医療者の経験値を高めること

が必須であるが..小児がんは発症数が少ないため､専門施設に患者を集約し､人材と

医療技術を集中させて診療の質を高めることが重要であるBすなわち､集約化が必要

である｡現状では2000-2500人の患者が約200施設で診療されている｡

抗がん剤については､市場規模が小さいことから企業治験は皆無に近く､小児･がん

に適応のある薬剤は極めて限られており,成人がん領域と大きな格差がある｡また.

適応外薬剤の使用についても施設格差がある｡小児腰痛に精通した放射緑治療医や病

理医も極めて少なく､これら-の対応もたち遅れている｡成人領域ではこの数年間で

大き･h(前進した緩和ケアについては､小児領域では終末期ケアも含めてほと･んど対策

はなされていないという状況である｡

(1)小児がん患者と患者家族の視点に立ったがん対策の実施

小児がんの治療は撃力な化学療法が行われるため､患者及び家族は半年から1年間

の入院を余儀なくされる｡しかし､治療中の子どもの権利の保証や家族支援が不十分

な状況であり､療養環境や教育体制も不備である｡また､家族､きょうだいの犠牲も

大きく､遠方への通院や付き添いなどの負担により両親が仕事を失うなど､経済的な

負担にも悩まされている｡

このような状況の中で患者家族は､小児がんに関する様々な情報に期待し､適

切な治療を求めているが､正確な情報は極めて乏しいうえに様々な情報が交錯してい

て正しい情報が得ることが困難である｡また､相談する場やセカンドオピニオンへの

対応も不足しており､こうした現状を改善していくことが求められている｡

(2)治療後の小児がん経験者の視点に立った小児がん対策の実施

現在､小児がんの7割が治癒する時代となり､小児がんを克服した小児がん経験者
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が次第に増えている現状で､小児がん経験者の晩期合併症 (発育･発達障害､内分泌

障害､臓器障害､妊卒性障害､高次脳機能障害､二次がんなど)や､それによる心理

社会的問題の実態が十分に把握されていない｡また､小児がん患者を長期にわたり支

援する長期フォローアップガイドラインやその診療体制も確立しておらず､多くは初

期治療を行った小児科医が継続して行っているのが現状である｡各分野の専門家がか

かわる医療体制や､成人後の患者に対しての成人科との連携など多くの課題がある｡

治療後は成人として社会参加が望まれるが､治療後の就学先､就職先の無理解､相

談支援先の不足､民間保険への加入制限､成人後自立できず収入がない申､晩期合併

症に必要な医療費支援がないなど心理社会的問題に対する相談支援が不足し､小児が

ん患者の自己実現を阻んでいるB

(3)思春期がん ･若年成人がん患者の視点に立ったがん対策の実施

ここでいう思春期.若年成人がんとは､思春期･若年成人にみられるいわゆる小児

がんと呼ばれるがん種のことで､成人には稀な骨歎部肉腫が多いが､肉腫の経験に乏

しい成人がん施設で治療されることが多く､しかも症例が分散しており対策が極めて

遅れている状況にある｡疾患としては小児領域に多いため､経験豊富な小児がん診療

施設あるいは疾患特異的な専門施設で診療されることが望ましいが､年齢的には小児

と成人領域のはざまになるため､適切な治療槻会を失することも多い｡晩期合併症や

治療後の様々な心理社会的問題は小児がんと同様であり､相談支援体制の構築が求め

られている｡

3 今後の小児がん対策への展開

｢がん対策推進基本計画｣は､がん対策推進基本法第9条第1項に基づき､長

期的視点に立ちつつ､平成19年から5年の間にがん対策の総合的な推進を図るために

定められたが､これまで述べてきたように小児がんに対する対策は立ち遅れている｡今

後の5年間においては､次期基本計画に基づき､小児がん診療体制と長期フォローアッ

プ体制の確立などの小児がんに対する総合的な対策として以下の対応を行い､｢小児が

んを国民が理解し､小児がん患者･家族の命と将来を守る社会｣を実現することをめざ

すo

(1)小児がん患者への専門医癌の提供体制と長期フォローアップ体制を整備した専門施設

(地域の中核となる小児がん拠点病院と中央の小児がんセンター)を設け､患者を集約

化して最新かつ最適な治療を提供すると共に､地域の医療機関との情報共有と連携に基

いた治療後のフォローアップを行う｡
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(2)国民に理解しやすくかつ信頼性の高い小児がん･思春期がんの情報､とくに診療ガイ

ドラインや専門医.専門施設の診療実績や相談支援先などの情報を一元的に発信するシ

ステムを構築する｡

(3)地域の医療機関と国･地方公共団体との連携ネットワークのもとで､患者･家族を含

めた国民､医療従事者､医療保険者､患者団体.マスメディア等が一体となって､小児

がん患者･家族が診断時から切れ目のない安心･納得した治療と支援を受けられるよう

にする｡
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Ⅱ.取り組むべき課題

対策が遅れている小児がん対策を総合的に推進していくには､小児がん拠点病院(仮称､

以下略)の整備及び地域ネットワークによる患者の集約化と小児がん患者に対する切れ目

のないフォロTアップ体制の確立と患者･家族支援を行うことが必要不可欠である｡また､

情報の一元的配信などの患者支援､診療施設に対する診療支援さらに新規治療開発なども

含む小児がんに対する種々の総合的な施策を行う小児がんセンター (仮称､以下略)の設

置が必要である｡

1___'呈､児がん診療体制のあり方について

思春期･若年成人がんを含む小児がん (以下､小児がん)に対し迅速で正確な診断と

適切な治療を提供し小児がん対策を総合的に推進するうえで必要な医療基盤を整備し､

全ての小児がんに対応できる複数の領域の専門家による診療体制を構築した施設を定

めて､患者を集約していく必要がある｡

(1)小児がん拠点病院 (仮称)の斐備

(現状及び課題)

現在､日本では200を超える施設で小児がん診療が行われているが､数年問に新

規症例が1例程度の施設も存在しており､集約化がなされず､必ずしも適切な治療が

なされていない｡

(取り組むべき施策)

小児がん患者と医療者の集約化に基づく医療の質の改善のために､小児がんの領域

別の複数の専門家の配置､医療設備､療養環境や患者支援のための機能整備などの必

要要件を定めた小児がん拠点病院を整備する｡小児がん拠点病院は､小児がん患者の

診断､化学療法､外科療法､放射線治療などの専門家による集学的医療の提供ととも

に､小児専門の緩和ケアチーム､十分な看護体制､小児がん患者とその家族を支援す

る職種 (療養生活を送る子どもに､遊びなどを通じて心理社会的支援を行う職種､社

会福祉士など)を配置してこれらが職種横断的に連携するためのキャンサーボードを

設置し､さらに患者･家族の相談体制を整備しなければならない｡施設面では､院内

. 学級､プレイルーム､さらに家族の宿泊施設などを整えることとする｡このような小

児がん拠点病院を整備して､患者の集約化を図る｡小児がん拠点病院では､ガイドラ

イン治療のほか､新たな標準治療の確立と新規治療法の開発のための臨床試験を積極

的に行うとともに､連携した医療機関での診療内容を把握して指導する｡早期診断と
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的確な診療のために(2)で示す地域連接ネットワークについて具体的な方策を段階

的に立てて実現するとともに､放射線被ばくによるものを含めた小児がんの検診体制

の構築も必要である.

(2)医療検閲等の地域連携のあり方

(現状及び課題)

発症から小党がんを疑うまでに時間を要することがあり､適切な医療機関や専

門施設が明らかでないことから､患者が早期に正しい診断と適切な治療を受けること

が難しい状況にある｡このために､小児がん拠点病院を中心とした有機的な地域連携

ネットワークを段階的に確立し､小児がん診療にあたるべきである｡

(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院は､包括する地域における小児の初期診療を担う医師へ小児がん

の啓発と教育を充実させる手段を講じると同時に､小児がんの初期症状や発症年齢な

どのデータを公開し､がんを疑った場合の拠点病院との連携体制を具体的に構築する｡

小児がんが疑われる患者と診断した医療機関は小児がん拠点病院に速やかに連絡し

て診断を依頼するなどのコンサルテーションを受け､地域連携ネットワークの中で適

切な診断と治療が提供できる体制を整備する｡地域の連携病院で治療を行う場合は､

小児がん拠点病院で行われるキャンサーボードへの参加などを通じて診療情報を共

有することが必要である｡原疾患の治療が終了した後も､フォローアップに関する地

域連携ネットワークによる支援を切れ目なく提供する必要があることから､患者･家

族各々にフォローアップガイドラインを提示し､フォローアップ手帳なども用いて､

適切な医療機関および適切な診療科で連携しながら確実なフォローアップが可能な

体制を整備していく｡小児がん拠点病院の種々の機能については､適切な委員会など

を設置し～関係者､患者 ･家族からの意見を取り入れ助言する｡

(3)小児がんセンター (仮称)の整備

(現状及び課題)

小児がんの理解が一般社会のみならず医療関係者にも不十分であり､患者に理解し

やすくかつ信矧生の高い情寺帥号乏しいうえに様々な情報が流れていることから､正確

な情報が得られにくい｡小児がんについての正しい知識､小児がん診療施設の診療体

制や診療実感､各種ガイドライン､新規治療法､副作用などの治療関連､さらに長期

フォローアップ体制､晩期合併症対策や生活支援などの治療終了後に関する情報など

が不足している｡また､がん登録が不十分であり疫学研究が行われていないため､小

児がんの原因､誘因が不明であるばかりか.わが国における小児がんの発生数や死亡

数も明らかではない｡一方､小児がん診療については専門的な病理医や放射線診断医
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が不足しており､各医療機関独自で適切な診断が困難となっている｡また､各医療機

関での診療の質の担保がなされていない状況であるD新規治療法開発なども含めた総

合的な小児がん対策を中心となって推進する機関もない｡

(取り組むべき施策)

総合的小児がん対策を中心となって推進するための小児がんセンターを設置し､前

項で述べた小児がん拠点病院の診療体制や診療実績､各種ガイドライン､新親治療法､

副作用などの治療関連､さらに長期フォローアップ体制､晩期合併症対策や生活支援

などの治療終了後に関する相談支援情報を一元的に発信するシステムを構築する｡そ

のために､各小児がん拠点病院が地域の連携施設とのネットワークの中で得られた診

療実績についての情報を小児がんセンターに継続的に集積する｡小児がん診療の質を

担保するため､小児がんセンターで病理.画像診断などの中央診断･コンサルテーシ

ョンシステムを構築すると同時に.小iEEがん拠点病院の診療内容をモニターし､必要

に応じて適切な助言をする｡またー小児がん登録や疫学研究を中心となって推進する

とともに､検体バンクなどによる研究支援も行う｡そのほか､新規治療開発や総合的

な小児がん対策に必要な施策を提言し､推進するなどの総合的な機能を有するものと

する｡小児がんセンターの種々の機能については､適切な委員会などを設置し､関係

者､患者 ･家族からの意見を取り入れ助言する｡

2 小児がん患者及び家族に対する支援について

(1)小児がん患者 ･家族-の相談支援

(現状及び課題)

小児がん患者 ･家族においては､病気や治療だけでなく､病気に伴い発生する心理

社会的問題や､それに対する活用可能な社会資源などについて､十分な説明や相談支

援体制がほとんどない｡また､治療終了後の小児がん患者の転居や進学などによって､

フォローが途切れることにより十分な相談支援の実行がさらに難しい現状となる｡診

断時からの継続的な情報提供ならびに心理社会的支援が必要である｡

(取り組むべき施策)

小児がんセンターからの情報公開は､一元的かつ標準化された系統的､網羅的な情

報 (診療ガイドライン､フォローアップガイドライシ､副作用情報､医療支援情報､

経済支援情報など)がインターネットなどを介して配信される体制が必要であるOま

た､24時間対応可能な患者相談のためのコールセンターを小児がんセンターに設置

する｡
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小児がん拠点病院には､小児がんに精通した社会福祉士を配置した相談支援センタ

ーを設置すべきで､相談支援とともにセカンドオピニオン体制の整備を行う｡

(2)治療中の小児がん患者への支援

(現状及び課題)

小兜がん患者は長期入院を要することが多く､そのために家族の二重生活を余儀な

くされたり､患者の治療中の勉学 ･進学等の教育問題など様々な問題を抱えている｡

特に､小児がん患者の集約化によって､旅費や宿泊費などによる経済的な問題もさら

に大き-.<なる｡また､入院中は親に付き添われる権利､遊びの権利､教育を受ける権

利などこ子ども条約や病院の手ども喪章などに規定される子どもの権利がないがしろ

にさ舛る傾向がある｡治療に関連したストレスの受容能力が未熟な小児では治療終7

後に心胎外傷後ストレス障害 (PTSD)を生じたLJ､治療後も精神的問題を抱えること
も稀ではない｡長期入院を快適に過ごすための療養環境の整備も不十分である｡教育

については､院内学級が設置されていなかったリ､設置されていてもその体制が不十

分であるなどのほか､院内学級で教育を受けるためには学籍移動が必要であることー

前籍校が私立学校である場合には退学になる場合もあること､また､学籍移動の手続

きが煩雑であるなどの種々の問題がある｡

さらに､終末期ケアを含めた嬢和ケアについては､小児がん患者･家族に最適化さ

れたケアがほとんど提供されていないという状況である｡

(取り組むべき施策)

前述したように､小児がん拠点病院には､治療中に家族･きょうだいが宿泊できる

施設を併設すること､さらに療養生活を送る子どもに､PTSDを未然に防いだり､健や
かな成長を促すために.遊びなどを通じて心理社会的支援を行う臨床心理士などの職

種や社会福祉士をはじめとする専門職の配置が必須である｡教育に関わる問題につい

ては､院内学級のさらなる整備のほか､学籍切開題など運用面での制度変更や指導が

必要である｡さらに､高等教育に関しても適切な対応が望まれる｡緩和ケアについて

は､小児がん拠点病院の項で述べたように､治療中から一貫した痔痛緩和､終末期ケ

アを含めた緩和ケアを充実させ､死別後の家族へのビリーブメントケアも必要である｡

長期に治療が必要な患者の経済的問題については､拠点病院への通院にあたって､遠

隔地であるなどの一定の要件を満たす患者や家族の通院に係る経費について､経済的

支援を含めた他制度の活用など､何らかの支援制度を検討するO

(3)小児がん経験者への支援
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(現状及び課題)

原疾意が一段落した時点以降の長期間にわたるフォローアップが必ずしも十分に

行われていない｡また､疾患や治療の合併症や後に生じる晩期合併症に関しては､患

者やその家族に著しい精神的および身体的苦痛が生じる場合もあるにもかかわらず､

その対処も不十分な状況であるO小児がん経験者は個々の合併症の度合いやその併発

によって各々に問題を抱えているが､治療後の原籍校への復帰を含めた就学や就労支

援を含む自立支援体制がほとんどない｡精神的及び身体障害を重複する小児がん患者

も多く､その苦痛や支える家族の負担は著しいものとなる場合もあるが､それぞれに

対する福祉.介護制度での対応では救済されない場合が多い｡このため子どもの成長

とともに家族の負担は増えてくるのが現状である｡

(取り組むべき施策)

小児がんの晩期合併症の現状を把握した上でその対応を進めていく｡フォロー

アップ診療は､成人診療科と十分な連携の上に行われるべきで､患者個々によって対

応が異なるが.地域の家庭医や成人診療科に円滑に移行できる体制整備とともに､小

児がん拠点病院ではフォローアップ外来と相談支援センターを併設して､小児がん患

者が抱える心理社会的問題､特に自立支援に対して総合的に対応できる体制を確立す

る｡経済的問題に対しては､20歳以上の患者の医療費支援のあり方の見直し､障害

者支援に関する制度など､他法との整合性についても検討し､活用可能な体制を確立

する｡また､就労支援については､小児がん纏験者が働く権利を擁護するための制度､

企業の就業規則における短時間勤務や休職規定の充実を含む合理的配慮を義務づけ

`るための制度など､小児がん経験者の自立に資する制度についても検討する｡

3 小児がんの登錠制度の整備

(1)小児がん登録制度の整勝

(現状及び課題)

小児がんの登録については､小児専門病院など現在のがん診療連携拠点病院以外の

施設で診断および治療がされることが多く､院内がん登録や地域がん登録から漏れる

ことが多い｡小児がんは発生数が少ないことから悉皆登録が必要であり､学会で登録

事業が行われているが､登録は各施設の自発的な判断に任されており全数把握までに

至っていないOそのため､発生数の増減や死亡率の推移が不明であり､がん対策の遂

行上､大きな障壁となっている｡

(取り組むべき施策)
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登録制度は､治療や研究に必要なだけでなく､成人後の小児がん患者支援のために

も重要なシステムである｡悉皆登録のためには､法制化も含めた医療機関からの登録

の義務化が望まれる.また､登録しやすい様式と仕組み､目的に応じた登録制度の構

築とともに､治療施設ごとの登録データの公開や治療成績の公開も必要である｡

小児がん拠点病院においては､現在行われている小児がんの登録システムや院内が

ん登録および地域がん登録との連携を構築することが必要である｡

4 小児がん対策における研修 ._教育倦劇につ1､三=

(1)小児がんについての学校教育のあり方

(現状及び課題)

L 小児がんは､ドラマなどの題材にはしばしばなるが､子どもを含む国民に対し､正確な情

報に基づく啓発がされていない｡そのため､小児がん患者に対するいわれなき偏見や憐潤

の対象となりやすい｡また､知識不足のため､小児がん患者の医療機関への受診の遅れ､

さらには適切な診断と治療の機会喪失につながっている｡特に､小児がん患者あるいは経

験者を受け入れる学校での認識不足は､点者たちの不利益となっているのが現状である｡

(取り組むべき施策)

小児がんは成人がんと同様に学校教育に組み込んで.小児がんや小児難病へ

の偏見を払拭することが望まれる｡まず養護教諭をはじめとする学校関係者が理解し､

があや小児がんに対し子どもに恐怖感等を与えないよう進めていくための研修が必

須である｡

(2)小児がんに携わる医療従事者などの育成 ･研修体制

(現状及び課題)

関係学会で小児がんの専門医制度が開始された状況ではあるが､必要最低限の条件

であり､必ずしも小児がんすべてに対する高い専門性を担保するものではない｡小児

がんに携わる医師以外の医療関係者の育成 ･研修制度は皆無である｡

(取り組むべき施策)

専門医は:その軽験症例や経歴を公表して客観性のある専門性を元すべきであり､

学会が構築する制度とは独立した評価に基づくことが望ましい｡小児がんの専門医育

成のための研修制度も､学会で設けているが､さらに高い専門性を担保できるよう小

児がん拠点病院への患者の集約化とともに十分な症例数の経験が可能な研修体制を

構築する｡また､小児がんのトータルケアに関わる小児がん医療関係者の研修制度に

ついても､小児専門看護師､がん専門看護師､療養生活を送る子どもに遊びなどを通
･10･



じて心理社会的支援を行う職種､臨床心理士､社会福祉士など､職種を超えて小児が

んについての研修を行うことが望まれる｡思春期を含む子どものための緩和ケアの充

実のために､現在行われている小児緩和ケア講習会を制度化し､その内容には､患者

とその家族とのコミュニケーションスキルや年齢別の問題点を明らかにしたロール

プレイなども含まれるべきである｡

5 小児がん研究体制の整備について

(1)臨床試験研究体制のあり方

(現状及び課題)

行うべき臨床研究は多岐に渡るが､治療開発のためのものとして大きく2種に大別

される｡ひとつは適応外薬などを用いた早期開発試験でもうーつは標準治療を決定す

るための後期試験である｡前述したように日本では200を超える施設で小児がん診

療が行われているため､後期試験に必要な症例数を集積するためには100以上の施

設を対象としなければならない｡そのため､試験を完了するのに長期間を要するばか

りか､膨大な経費と人的資源を必要とし､極めて非効率である｡少数施設で行うべき

早期開発試験も同様の理由で遂行が困難である｡また､小児系診療科は人員が少ない

ため､試験の円滑な実施に困難をきたしている｡すなわち､臨床試験体制は極めて不

十分であるO

(取り組むべき施策)

小児がんは発症数が少ないことから､小児がん拠点病院に集約化して治療を行い､

多種の難治がんを対象とした臨床試験を効率的に実施できる体制を確立する｡特に厳

重なモニタリングを必要とする早期開発試験においてrま10施設以下に集約した施

設 (小児がん拠点病院)で行える体制を整えるoこのためには臨床試験を支援する専

門職の配置などが必要である｡また､がん種ごとの臨床試験の実施状況やその結果を

公開することも重要である｡

(2)創薬及び新薬開発に関する研究

(現状及び課題)

小児がんに対する未承認薬や適応外柔に関しては､成人にくらべ著しく遅れており

過去7年間では白血病用抗がん剤が1薬剤､固形がんでは造血幹細胞移植用の1薬剤

を除くと皆無である｡その大きな原因は､市場規模が小さいため製薬企業にとっては

魅力がなく､適応取得に要するコストを回収できないためである｡
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(取り組むべき施策)

小児に対する未承認薬や適応外薬の現状分析と対策を包括的に検討する場を設置

する｡成人領域での新薬開発に際して､小児適応の取得を促すためのインセンティブ

の設定など強力な政策誘導が必要であるOまた､医療上必要な未承認薬については､

個人輸入に依存することのないよう､法に基づくコンパッシヨネートユース制度を整

備し､未承認薬の人道的使用手順､臨床情報の収集システムを確立し､有効な治療法

の開発に結びつけるべきである｡

(3)基礎研究及び橋渡し研究､疫学研究のあり方
(現状及び課題)

小児がん領域の基礎研究や橋渡し研究は行われてはいるものの､研究基盤は脆弱で

研究者の暦も薄い｡また､これらが臨床に応席きれることがほとんどなく､また､非

医師での小児がん研究者が少ない｡疫学研究についICは成人領域と異なり､発症要園

については電磁界と白血病発症との関連の研究以外､ほとんど行われていない｡欧米

ではlト児白血病の発症要因を探索するための疫学研究が活発に行われている｡それ以

外の疫学研究は個人の研究者レベルで細々と行われているに過ぎないOまた､これら

の疫学研究は成果を得るのに長い年月を要する｡

(取り組むべき施策)

小児がんセンターなどを拠点として､基礎研究や橋渡し研究を実施する体制を構築

する｡疫学研究についても発癌要因のほか､晩期合併症の発生頻度など不明な点が多

いため､小児がんセンターの事業として継続的に実施することが必要である｡また､

福島原発の事故に伴い､放射線被ばくと小児での発がんの因果関係を明らかにするた

めの疫学研究も重要な課題である｡小児がんセンターは､これらの研究成果を公開し

て研究成果の見える化を行い､医療関係者だけでなく､小児がん患者 .家族､一般国

民に周知し､さらには適切な評価を受けることも重要である｡-

(4)医療機器開発研究のあり方
(現状及び課題)

医療機器関連の研究は､ほとんどされていない｡小児に特化した医療機器や設備の

開発への期待は大きい｡

(取り組むべき施策)

小児に適した医療機器の開発を積極的に行い､特に重粒子線や陽子線の応用と小児

に対する保険適応についての検討を行うべきであるb
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6 評価指標の策定について

小児がん患者 ･家族のいのちと将来を守るための小児がん医療実現を目指し､以下

の評価目標を定める｡

(1)小児がん拠点病院への小児がん患者の集約化

小児がん拠点病院の整備に伴い､拠点病院での小児がん患者の診療実数､コン

サルテーションされた症例数の状況を把握し､患者の集約化の程度を把握する｡

(2)診療ガイドライン及びフォ口-アップガイドライン提示とその効果

小児がん拠点病院にて把握された小児がん患者には､診療ガイドラインが提示

され､また､小児がん治療終了者全員がフォローアップガイドラインを提示され

たうえで､フォローアップ手帳が入手ができることを目標とする｡

(3)死亡率の減少

各地域での年齢別の小児がん死亡率を把握し､死亡率の減少効果について検証する｡

(4)患者 ･豪族の満足度向上

患者･家族に対する全国共通の満足度調査にて､治療および療養生活に関する満足

度を計測することにより､診療の質と患者 ･家族支援体制の充実度を評価する｡

(5)iJt児がんセンターの棟能評価

小児がんセンターの所定の年度別日操の達成度について年度ごとに評価する｡

(6)小児がん拠点病院の機能評価 ･

小児がん拠点病院の指定要件を主とする目標の達成度を年度ごとに評価する｡
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Ⅱ 小児がん対策を計画的に推進するために必要な課題

1 評価体制の整倦

小児がん対策を実施するに当たり､その達成度について検討し､評価や助言を継続的

に行う体制が必要であるO指標としては､個別目標の項で述べた事項について評価する

が､評価する場には小児がんの専門家とともに患者･家族の代表が委員として加わった

第三者機関などの組織で､継続的に小児がん対策､特に小児がん拠点病院および小児が

んセンターの運用状況について評価し､助言を行う｡
∫

2 1Jl児がん拠点病廉の指定と段階的撃墜

小児がん拠点病院を設置して､小児がん患者を集約し､最新かつ適切な治療を行うに

あたリーその設置にあたっては､段階的な指定要件の策定および要件達成のための方策

について検計することが必須である｡また､造血器腫癌､脳腫癌などの臓器別の小児が

ん拠点病院施設の構築も検討すべきである｡

3 小児がん領域の診療の適正な評価

小児がん領域での診断や治療には､成人に比べより多くの時間と医療関係者､および

専門委タップが必要である｡特に小児糾こおいては､社会問題となっているように､医

師の不足が顕著であり､小児がんに関する専門医が育ちにくい環境がある｡保険診療に

おいてそれに見合った診療報酬上の加算や予算の担保が必要である.

特に放射線療法につしさてはー言い聞かせや静脈麻酔による鎮静が必要であり､成人に

比べて数倍の時帯rと人手を要する｡また､対象が小さいうえに晩期合併症の危険性が高

いため､より精度の高い横幕､および技術が必要なため､小児がん拠点病院で対応する

とともに保険診療におけるそれに見合う加算が必要である｡現状ではこれらの理由のた

め､小児は最新の放射線治療から排除される傾向にある｡

4 長期フォJ3-7_tyプのために有邸 基盤整備

小児がん登録によって､個別の小児がん患者の把握が可能となるが､患者とその家族

が希望すれば､それと同時に個別の患者支援が開始され､長期フォローアップにも活用
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することが可能となる｡長期フォローアップのデータと連結すれば患者･家族支援にと

ってより有用と考えられるため､今後､個人情報の取り扱いに十分留意した形で対策を

講じる必要性があるD

声 就学支援体制 (学ぶ権利)の整備

集約化､拠点化に際しては､遠方から入院する患者が増加すると予想されるが､都道

府県を越えて容易に転籍を可能とする全国統一した対応策が必要である｡また､外来通

院中や退院後の教育支援､訪問看護や訪問教育についてもさらなる充実を図る必要があ

る｡

6 小児がん領域の医療関係者の育嘩

小児がんの治療のために療養生活を送る子どもに､遊びなどを通じて心理社会的支援

を行う職種や小児がんに楕通した看護師などの認定制度についても構築していく必要

があるoまた､医療制度などの制度面たけでは不十分な部分が多く残るため､これらを

埋めるために､患者･家族会による支援､ピアサポーターの育成なども積極的に取り組

むべき課題である｡
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彪威遵

地方自治体

厚生労働省

患者/豪族国体

診療所がん診療連携拠点病院
也盟がん拠点病院_(摩称_)①専門医療の提供体制川､児がんと思春期がんを扱う各診療科､十分な症例数､浄療施設,臨床試験,再発･難治がん対応等)②長期フォローアップ体制く長期フォローアップ外来)③葦謂禁慧墓誌琵 ㌫ 箭 謁 慧 温小児専門穏和ケアチーム等)④療育体制(チャイルドプレイルーム､宿泊所､-I--⑤.･相聾京撮体制(相談窓口､患者余支援等)⑥研修席鰍小児がお研修会Il･･研修カリ'jFl'$l去等)⑦地域.成人医療横臥..tq2具体的な連携体制

第三専横開

中央 評価/指導

.‥.‥…-Y小 児 が ん セ ン タ ー (仮 称 )●データ集約と情報発信 ●診療･研究支援 ● 拠点 の評価･指導

拠点病院情報(診療体制･美嶺) ･中央診断体制(病理.画像) ● 長期フォローアップ支援

各種診療ガイドライン ･登録･疫学(コホート)研究 ● 患者.家族の生活支援.電話相談
臨床試験･新薬情報 ･新規治療･新薬開発支援 ● 施米の立案と提言

*:初期診療においては必ず小児がん拠点病院にて診断あるいはコンサルテーションを行い､地域医療機関との連携のもとに正しい治療を提供する｡フォローアップにおいては.拠点
病院と地域医療機関が連携し,ガイドラインのもとに地域で可能な診療を捷供する｡診療情報やフォローアップデータは全て拠点病院に報告し､小児がんセンターJ=集積するO

(作成 津山)





⊂ 亘 車重革亘 コ

健 発 第 0301001号

平 成 2 0年 3月 1 日

各都道府県知事 殿

厚生労働省健康局長

がん診療連携拠点病院の整備について

我が国のがん対策については､がん対策基本法 (平成 18年法律第98号)及び

同汝の規定に基づく ｢がん対策推進基本計画｣ (平成 19年 6月 15日間議決定｡

以下 ｢基本計画｣という｡)により､総合的かつ計画的に推進しているところであ

るO

がん診療連携拠点病院については､全国どこでも質の高いがん医療を提供するこ

とができるよう､がん医療の均てん化を戦略目標 とする ｢第 3次対がん10か年給

合戦略｣等に基づき､その整備を進めてきたところであるが､基本計画において､

更なる機能強化に向けた検討を進めていく等とされていることから､ ｢がん診療連

携拠点病院の指定に関する検討会｣を開催 し､指定要件の見直し等について検討を

進めてきたところである｡

今般､この検討会からの提言を踏まえ､ ｢がん診療連携拠点病院の整備に関する

指針｣ (以下 ｢指針｣という.)を別添のとおり定めたので通知するQ

ついては､各都道府県におかれては､指針の内容を十分了知の上､がん患者がそ

の居住する地域にかかわらず等しくそのがんの状態に応じた適切ながん医療を受け

ることができるよう､がん診療連携拠点病院の推薦につき特段の配慮をお願いする｡

また､指針に規定する ｢新規指定推薦書｣等については､別途通知するので留意

されたいO

おって､ rがん診療連携拠点病院の整備についてJ (平成 18年2月1日付け健

発第0201004号厚生労働省健康局長通知)は､平成 20年 3月31日限り廃止する｡
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針
(健発第 0301001号 平成 20年 3月 1日厚生労働省健康局長通知)

(平成 22年 3月 31日一部改正)

(平成 23年 3月 29日一部改正)

Ⅰ がん診療連携拠点病院の指定について

1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連

携拠点病院をいう｡以下同じ.)は､都道府県知事が2を踏まえて推薦する医

療機関について､第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ､厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するものとする｡

2 都道府県は､専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも

に､当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか､がん患

者に対する相談支援及び情報提供を行 うため､都道府県がん診療連携拠点病院

にあっては､都道府県に1カ所､地域がん診療連携拠点病院にあっては､2次

医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備 されている2次医療圏を除く｡)

に1カ所整備するものとする｡ただし､当該都道府県におけるがん診療の質の

向上及びがん診療の連携協力体制の整備がより一層図られることが明確である

場合には､この限りでないものとする｡なお､この場合には､がん対策基本迭

(平成 18年法律第98号)第 11条第 1項に規定する都道府県がん対策推進

計画との整合性にも留意すること｡

3 独立行政法人国立がん研究センターは､ (以下 ｢国立がん研究センター｣と

いう｡)我が国のがん対策の中核的機関として､他のがん診療連携拠点病院-

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担うとともに､我が国全体の

がん医療の向上を牽引していくこととし､国立がん研究センターの中央病院及

び東病院について､第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ､厚生労

働大臣が適当と認める場合に､がん診療連携拠点病院として指定するものとす 一

る｡

4 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院については､院内の見やすい

場所にがん診療連携拠点病院である旨の掲示をする等､がん患者に対し必要な

情報提供を行 うこととする｡

5 厚生労働大臣は､がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認める

ときは､その指定を取り消すことができるものとするO
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Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について

1 診療体制

(1)診療機能

① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

ア 我が国に多いがん (肺がん､胃がん､肝がん､大腸がん及び乳がんを

いうと以下同じ｡)及びその他各医療機関が専門とするがんについて､

手術､放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以下 ｢集学的治療等｣という｡)を提供する体制を有すると

ともに､各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以下 ｢標準的

治療｣という｡)等がん患者の状態に応じた適切な治療を提供すること｡

イ 我が国に多いがんについて､クリティカルパス (検査及び治療等を含

めた詳細な診療計画表をいう｡)を整備すること｡

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう､キャ

ンサーボー ド (手術､放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症

状､状態及び治療方針等を意見交換 ･共有 ･検討 ･確認等するためのカ

ンファレンスをいう｡以下同じ｡)を設置し､定期的に開催すること｡

② 化学療法の提供体制

ア 急変時等の緊急時に (3)の@のイに規定する外来化学療法室におい

て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること｡

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいう｡)を審査し､組織的に管理す

る委員会を設置すること｡なお､当該委員会は､必要に応 じて､キャン

サーボー ドと連携協力すること.a

(卦 緩和ケアの提供体制

ア (2)の①のウに規定する医師及び (2)の②のクに規定する看護師

等を構成員とする緩和ケアチームを整備し､当該緩和ケアチームを組織

上明確に位置付けるとともに､がん患者に対し適切な緩和ケアを提供す

ること｡

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること｡

ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応 じて主治医及び看護師等

が参加する症状緩和に係るカンファレンスを週 1回程度開催すること｡

エ 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け

られる旨の掲示をするなど､がん患者に対し必要な情報提供を行 うこと｡

オ かかりつけ医の協力 ･連携を得て､主治医及び看護師がアに規定する

緩和ケアチームと共に､退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

必要な説明及び指導を行 うこと｡

カ 緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど､地域

の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること｡
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④ 病病連携 ･病診連携の協力体制

ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行 うこと｡また､

がん患者の状態に応 じ､地域の医療機関-がん患者の溜介を行 うこと｡

イ 病理診断又は画像診断に関する依願､手術､放射線療法又は化学療法

に関する相談など､地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関す

る連携協力体制を整備すること｡

ウ 我が国に多いがんについて､地域連携クリティカルパス (がん診療連

携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体

像を体系化した表をいう｡以下同じ｡)を整備すること｡

エ クに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど､地域の医療

機関等と協力し､必要に応じて､退院時に当該がん患者に関する共同

の診療計画の作成等を行 うこと｡

⑤ セカンドオピニオンの提示体制

我が国に多いがんについて､手術､放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオン (診断及び治

療法について､主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見をいう｡

以下同じO)を提示する体制を有すること｡

(2)診療従事者

① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

ア 専任 (当該療法の実施を専ら担当していることをいう｡この場合にお

いて､ r専ら担当している｣とは､担当者となっていればよいも甲とし､

その他診療を兼任 していても差し支えないものとする｡ただし､その就

業時間の少なくとも5割以上､当該療法に従事している必要があるもの

とする｡以下同じo)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有

する医師を1人以上配置すること｡なお､当該医師については､原則と

して常勤であることOまた､専従 (当該療法の実施 日において､当該療

法に専ら従事していることをいう｡この場合において､ ｢専ら従事して

いる｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､当該療法に従事して

いることをいう｡以下同じ｡)であることが望ましい｡

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以

上配置すること｡なお､当該医師については､原則として常勤であるこ

と｡また､専従であることが望ましい｡

ウ (1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､専任の身体症状の緩和

に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること｡

なお､当該医師については､原則として常勤であること｡また､専従で

あることが望ましい｡

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､精神症状の緩和に携わ
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る専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置することOなお､

当該医師については､専任であることが望ましい｡また､常勤であるこ

とが望ましいD

エ 専従の病理診断に携わる医師を1人以上配置することOなお､当該医

師については､原則として常勤であること｡

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置

ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置する

こと｡

専任の放射線治療における機器の精度管理､照射計画の検証､照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者等を1人以上配置すること0

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師

を1人以上配置すること｡

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に､専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること｡

なお､当該看護師については､専従であることが望ましいD

ウ (1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､専従の緩和ケアに携わ

る専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること｡

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療

心理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましいO

エ 細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上配置することが望ましい.

③ その他

ア がん患者の状態に応 じたより適切ながん医療を提供できるよう､各診

療科の医師における情報交換 ･連携を恒常的に推進する観点から､各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい｡

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は､当該拠点病院においてがん医療に

携わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価 し､当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること｡なお､当該評価に当たっては､手術 ･放射線療法 ･化学療法の

治療件数 (放射線療法 ･化学療法については､入院 ･外来ごとに評価す

ることが望ましい｡)､婿介されたがん患者数その他診療連携の実績､

論文の発表実績､研修会 ･日常診療等を通 じた指導実績､研修会 ･学会

等-の参加実績等を参考とすること｡

(3)医療施設

① 年間入院がん患者数

年間入院がん患者数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう｡)

が1200人以上であることが望ましい｡

② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

ア 放射線治療に関する機器を設置すること｡ただし､当該機器は､リニ
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アックなど､体外照射を行うための機器であることO

イ 外来化学療法室を設置すること｡

ウ 集中治療室を設置することが望ましい｡

エ 白血病を専門とする分野に掲げる場合は､無菌病室を設置することO

オ がん患者及びその家族が心の悩みや体験等を語 り合うための場を設け

ることが望ましい｡

③ 敷地内禁煙等

敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと｡

2 研修の実施体制

(1)原則として､別途定める ｢プログラム｣に準拠した当該2次医療因におい

てがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に

実施すること｡

(2) (1)のほか､原則として､当該2次医療圏においてがん医療に携わる医

師等を対象とした早期診断､副作用対応を令めた放射線療法 ･化学療法の推

進及び緩和ケア等に関する研修を実施すること｡なお､当該研修については､

実地での研修を行 うなど､その内容を工夫するように努めること｡

(3)診療連携を行っている地域の医療鹿関等の医療従事者も参加する合同のカ

ンファレンスを毎年定期的に開催すること｡

3 情報の収集提供体制

(1)相談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行 う機能を有する部門 (以下 ｢相談支援セン

ター｣という｡なお､相談支援センター以外の名称を用いても差し支えない

が､その場合には､がん医療に関する相談支援を行 うことが分かる名称を用

いることが望ましい｡)を設置し､当該部門において､アからキまでに掲げ

る業務を行 うこと｡なお､院内の見やすい場所に相談支援センターによる相

談支援を受けられる旨の掲示をするなど､相談支援センターについて積極的

に広報すること｡

① 国立がん研究センターによる研修を修了した専従及び専任の相談支援に

携わる者をそれぞれ 1人以上配置することo

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て､院内外のがん患者及びその家

族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備す

ることDまた､相談支援に関し十分な経琴を有するがん患者団体との連携

協力体制の構築に積極的に取り組むこと｡

<相談支援センターの業務>

ア がんの病態､標準的治療法等がん診療及びがんの予防 ･早期発見等に

関する一般的な情報の提供

イ 診療機能､入院 ･外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野 ･
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経歴など､地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集､提供

ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介

エ がん患者の療養上の相談

オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の

事例に関する情報の収集､提供

力 アスベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談

キ HTLV-1関連疾患であるATLに関する医療相談

ク その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録

① 健康局総務課長が定める ｢標準登録様式｣に基づく院内がん登録を実施

すること｡

② 国立がん研究センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務

を担う者を1人以上配置すること｡

③ 毎年､院内がん登録の集計結果等を国立がん研究センターのがん対策情

報センターに情報提供することO

④ 院内がん登録を活用することにより､当該都道府県が行 う地域がん登録

事業に積極的に協力することO

(3)その他

① 我が国に多いがん以外のがんについて､集学的治療等を提供する体制を

有し､及び標準的治療等を提供している場合は､そのがんの種類等を広報

することO

② 臨床研究等を行っている象合は､次に掲げる事項を実施すること.

ア 進行中の臨床研究 (治験を除く｡以下同じ｡)の概要及び過去の臨床

研究の成果を広報すること｡

イ 参加中の治験について､その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広

報することが望ましい｡

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に

ついて

医療法第4条の2 (昭和23年法律第205号)に基づく特定機能病院を地域

がん診療連携拠点病院として指定する場合には､Ⅱの地域がん診療連携拠点病院

の指定要件に加え､次の要件を満たすこと｡

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行う機能

を有する部門 (以下 r放射線療法部門｣という｡)及び組織上明確に位置付

けられた複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有する部門 (以下 ｢化

学療払部門｣という｡)をそれぞれ設置し､当該部門の長として､専任の放

射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を
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それぞれ配置すること｡なお､当該医師については､専従であることが望ま

しい｡

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対し､高度のが

ん医療に関する研修を実施することが望ましい｡

3 他のがん診療連携拠点病院-診療支援を行 う医師の派遣に積極的に取り組

むことo

ⅠⅤ 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について

都道府県がん診療連携拠点病院は､当該都道府県におけるがん診療の質の向上

及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い､Ⅱの地域がん診

療連携拠点病院の指定要件に加え､次の要件を満たすこと｡ただし､特定機能病

院を都道府県がん診療革携拠点病院として指定する場合には､Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え､次の要件

(1を除く｡)を満たすこと｡

1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し､当該部門の長として､

専任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ配置すること｡なお､当該医師については､専従であるこ

とが望ましい｡

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医

師 ･薬剤師 ･看護師等を対象とした研修を実施すること｡

3 地域がん診療連携拠点病院等に対-し､情報提供､症例相談及び診療支援を

行 うこと｡

4 都道府県がん診療連携協議会を設置し､当該協議会は､次に掲げる事項を

行 うこと｡

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体刺

その他のがん医療に関する情報交換を行 うこと｡.

(2)当該都道府県内の院内がん登録のデータの分析､評価等を行 うこと｡

(3)がんの種類ごとに､当該都道府県においてセカンドオピニオンを提示す

る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧m 成 .共有

し､広報することo

(4)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行う医師の

派遣に係る調整を行 うこと｡

(5)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携

クリティカルパスの一覧を作成 .共有すること.また､我が国に多いがん

以外のがんについて､地域連携クリティカルパスを整備することが望まし

い｡

(6)Ⅱの2の (1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が

実施するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに.関する研修その
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他各種研修に関する計画を作成すること｡

Ⅴ 国立がん研究センターの中央病院及び東病院の指定要件について

国立がん研究センターの中央病院及び東病院は､Ⅲの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件を満たすことo

Ⅵ 指定 ･指定の更新の推薦手続き等､指針の見直し及び施行期日について

1 指定の推薦手続等について

(1)都道府県は､Ⅰの1に基づく指定の推薦に当たっては､指定要件を満

たしていることを確認の上､推薦意見書を添付し､毎年 10月末までに､

別途定める ｢新規指定推薦書｣を厚生労働大臣に提出すること｡また､地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定の推

薦をし直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院として指定の推薦をし直す場合も､同様とすること｡

(2)がん診療連携拠点病院 (国立がん研究センターの中央病院及び東病院

を除く｡)は､都道府県を経由し､毎年 10月未までに､別途定める ｢現

況報告書｣を厚生労働大臣に提出すること｡

(3)国立がん研究センターの中央病院及び東病院は､毎年 10月未まで

に､別途定める ｢現況報告書｣を厚生労働大臣に提出すること.

2 指定の更新の推薦手続等について

(1) Ⅰの1及び4の指定は､4年ごとにその更新を受けなければ､その期間

の経過によって､その効力を失う｡

(2) (1)の更新の推薦があった場合において､ (1)の期間 (以下 ｢指定

の有効期間｣という｡)の満了の日までにその推薦に対する指定の更新が

されないときは､従前の指定は､指定の有効期間の満了後もその指定の更

新がされるまでの間は､なおその効力を有する (Ⅰの1に規定する第三者

によって構成される検討会の意見を踏まえ､指定の更新がされないときを

除く｡)a

(3) (2)の場合において､指定の更新がされたときは､その指定の有効期

間は､従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする.

(4)都道府県は､ (1)の更新の推薦に当たっては､指定要件を満たして

いることを確認の上､推薦意見書を添付し､指定の有効期間の満了する日

の前年の10月未までに､別途定める ｢指定更新推薦書｣を厚生労働大臣

に提出することo

(5) Ⅰの1から3及びⅡからⅤまでの規定は､ (1)の指定の更新について

準用する｡

3 指針の見直しについて

健康局長は､がん対策基本法第9条第8項において準用する同条第3項の規
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定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める

場合には､この指針を見直すことができるものとする0

4 施行期日

この指針は､平成20年4月1日から施行するOただし､Ⅱの3の (1)の

①及びⅡの3の (2)の②については､平成22年 4月 1日から施行する｡ま

た､Ⅱの1の (1)の④のウについては､平成 24年4月1日から施行する｡
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜粋)

1我が国に多いがん
肺がん､胃がん､肝がん､大腸がん及び乳がんをいう｡

2 クリティカルパス
検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいう｡ (クリニカルパスと同じ｡)

3 キャンサーボー ド
手術､放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

の他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状､状態及び治療方針等を意見

交換 ･共有 ･検討 ･確認等するためのカンファレンスをいう.

l4 レジメンL
治療内容をいう0

5 地域連携クリティカルパス
がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診

療計画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化した表をいう｡ (地域連携クリニカルパスと同じ｡)

6セカンドオピニオン
診断及び治療法について､主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見

をいう｡

巨=憂国
当該療法の実施を専ら担当していることをいう｡この場合において､ ｢専ら担

当している｣とは､担当者となっていればよいものとし､その他診療を兼任して

いても差し支えないものとする｡ただし､その就業時間の少なくとも5割以上､

ー当該療法に従事している必要があるものとするD
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F8*
当該療法の実施 日において､当該療法に専ら従事していることをいう｡この場

合において､ ｢専ら従事している｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､

当該療法に従事していることをいう｡

匝 年間入院がん患者数l
l年間に入院したがん患者の延べ人数をいう｡

llO 放射線療法部吋

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能を有

する部門をいう｡

Fll 化学療法部門l
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し化学療法を行 う機能を有す

る部門をいう｡
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小児□形悪性

(小児外科

田 口 智章

九州大学小児外科教授、日本小児外科学会理事長
日本小児血液・がん学会次期会長、アジア小児外科学会理事
日本周産期新生児医学会理事、NCD理事

L腫瘍の診断治療
医の立場から)

日

日

国

鱚

□



日本の小児固形悪性腫瘍 2010

口神経芽腫および関連腫瘍    137例
・腎腫瘍            53例
一ウイルムス腫瘍         (31例 )

・肝腫瘍            65例
一肝芽腫            (50例 )

・胚細胞腫瘍 (脳腫瘍除く)   107例
口横紋筋肉腫          59例
・ユーイング肉腫         62例        |

Databasc日本小児がん学会全数把握登録事業,2010
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日本の小児固形悪性腫瘍 2010

・神経芽腫および関連腫瘍    137例
口腎腫瘍

一ウイルムス腫瘍
口肝腫瘍

―肝芽腫

口横紋筋肉腫

・ユマイング肉腫

・胚細胞腫瘍 (脳腫瘍除く)   lo7例

赤色は手術による摘出が治癒やステージに関わるもの

腎腫瘍と肝腫瘍は完全切除が治癒の条件
胚細胞腫瘍と横紋筋肉腫は全摘と亜全摘でステージに影響    2-2-

53例

(31例 )
65例

(50例 )

59例

621可

|



小児固形悪性腫瘍 の診断・治療
における小児外科医の役割

・腫瘍生検 (病理診断、分子生物学的解析 )

開腹生検または開胸生検

腹腔鏡または胸腔鏡による生検    ~
針生検

・大量化学療法のための静脈路確保

皮下埋め込み型カテーテル留置

プロビアックゃヒックマンカテ留置

・腫瘍摘出術 (全摘、亜全摘 )

・腎不全に対する腹膜透析チューブ留置

3
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4

発見時巨大、切除不能、肺転移
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化学療法前

術前化学療法 (CDDPとADR)がよく効く

5
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`l「

|

化学療法後

定形的右葉切除により完全摘出

6
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月干芽月重 切除不能例 (2歳 男児 )

Pttmary Liver ttransplantationの適応

両葉にまたがる、門脈、肝静脈をinvdveしているが肝に限局している

7

月干青争刷氏34輛 nvolve
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肝芽腫 (2歳 男児 ) ○(+)血液型不適合

ドナー (26歳 女性、母親、 B(+))肝外側区域切除術
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肝芽腫の完全切除の可否と生存率
(1996-2000日 本小児外科学会悪性腫瘍委員会報告より)

完全切除 (n=56)
5年生存率 89%

~°
¬ ._._._`―

・
一

ロ

ー

ロ

ー
・
―

・ ―

Pく0.0001

不完全切除ノリト手術 (n=27)
5年生存率 41%

12     24     36     48     60

生存期間 (治療開始後の月数 )

０

　

　

０
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４

生
存
率

20
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日本の小児固形悪性腫瘍2010

・神経芽腫および関連腫瘍    137例
・腎腫瘍            53例
一ウイルムス腫瘍         (31例 )

・肝腫瘍            65例
―肝芽腫            (50例 )

・胚細胞腫瘍 (脳腫瘍除く)   107例
・横紋筋肉腫          59例
・ユーイング肉腫         62例

青色は造血幹細胞移植を含む大量化学療法と放射線治療が重要

11
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洲 BSG(Japan Neuroblastoma Study Group)

Regimen ofchemOtherapy(神 経芽腫 )
Low risk group

LI―A:everv 2 weeks
VCR   l.5血 g/m2/day dayl
CPA    300mノm2/day day8

LI‐B:evew 3 weeks
VCR    l.5mg/m2/day dayl
CPA    600mym2/day dayl
THP…ADR 30mg/m2/day day3

LI¨Ct everv 3‐ 4 weeks
VCR    l.5mg/m2/day dayl
CPA      900mg/m2/day dayl
CBDCA  450mg/m2/day dayl

Intermediate risk group

VCR
CPA
THP
CDDP

(lavl

dayl
dav3
dayl-5

〔layl

dayl
〔iav3

davl‐5

900 mg/nぽ /day
30111g/ぷ /day
12 mg/耐 /tlay

VCR
CPA
THP
CDDP

1200 1ng/m/day
40 mg/ぷ/day
18 nlg/nぽノ〔la)

IIigh risk group

lllductioll Tx

05Al―→05A3-→05A3-→OSA3-→ 05A3

↓
1ntellsiflccation Tx

09ⅣIEC
Auto PBSCT(造血幹細胞移植 )

↓
Surgery(手術 )

Irradiatioll(放 射線治療 )
05Al:

05A3:

摯
撃
場薄昇聾T

CDDP   20 mg/『 /ゞday dayl‐ 5
091ⅦEC:

囃鷲翻 胸
-12…
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小児固形悪性腫瘍の治療に要求される
施設としての絶対条件

(小児外科医の立場から)

・小児がんの手術ができる(肝移植も可能 )

・造血幹細胞移植ができる   ・

・放射線治療ができる

・小児がんの治療経験が豊富

-13-
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小児外科専門医
外科専門医を基本領域としたサブスペシャリティー

小児外科専従
(認定施設での研修 )

3年以上

小児外科手術 150例

新生児外科手術 20例

筆記試験合格、学会発表、業績
外科専門医の資格あり

5年以上
350例手術(執刀120)
消化管腹部内臓50
乳腺10、 呼吸器10
心臓大血管10
頭頸部・体表口内分泌10
小児外科 10、 外傷10
内視鏡手術10

14



小児がんの手術ができる小児外科医
小児外科指導医(日本小児外科学会認定)
卒後15年の外科および小児外科経験
小児外科専門医
新生児外科40例執刀経験
非新生児手術(小児がんを含む)40例執刀経験
筆頭論文10編

筆頭学会発表10回

小児がん認定外科医(日本小児血液・がん学会認定)
小児外科専門医
がん治療認定医
小児がん手術経験20例

論文、学会発表、学会やセミナー出席

(付録)移植認定医(日本移植学会認定)
移植症例経験10例 15

-15-



小児がんの手術ができる施面又
郭

日本小児外科学会認定施設
全国で86か所
小児外科専従医2名 (うち1名 Iま小児外科指導医)
年間小児外科手術数100例以上
年間新生児外科症例数10例以上

小児科および麻酔科の医師が常勤
独立した小児患者の看護単位をもつ

放射線治療、Rl検査が可能
迅速病理診断が可能
小児外科の卒後教育に関するカリキュラムを有する

-16-
16
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14001 認 ○
愛媛大学医学部付属病院小児外科
〒7910295東温市志汁川 454 12014 認 ○

筑波大学臨床医学系小児外科
〒305‐

“

75つ くば市天王台 1-1-1

12002 認 0
九州大学大学院小児外科学分野
〒812-3582福 岡市東区馬出 3-1-1

12014 A ○
土浦脇同病院 (小児外科 )
〒300‐ 0∞3土満市典鍋新旧r11‐ 7

12o02 A ○
独立行政法人佐賀県立病院好生館 (外科)
〒840-8571佐 賀市水ケ江 l12-9

12015 認 ○
昭和大学病院小児外科
〒142‐8666品川区旗の台 1-5-8

12002 B ○
飯塚病院 (小児外科)
〒820-8505 飯塚市芳雄町 3-83

12015 A O
昭和大学藤が丘病院外科
〒2■8501横浜市青葉区藤が丘 lm

12002 E ○
国立病院九夕!医療センター(4ヽ児外科)
〒8108653福 岡市中央区地行浜 1-31 12015 B ○

昭和大学横浜市北部病院こどもセンター

(小児外科)
〒224‐ 8503横浜市都筑区茅ヶ崎中央 35-1

12002 F ○
九引1厚生年金病院小児外科
〒806-3501北 九州市八縮西区岸のlHi l-8-1

12016 認 ○
徳島大学病院小児外科 ′小児内視錦外科
〒770‐8503徳島市蔵本町3-18-15

12002 G O
日立病院椴冊小倉医療センター小児外科
〒802‐ 3533北九州市小倉南区春ヶ丘 10-1

12018 認 ○
金沢医科大学小児外科学救室
〒9211‐ 0293河北郡内泄町大学 1‐ 1

12003 認 ○
大阪大学医学部小児外III

〒565‐ 087]吹田市山田丘2-2
12018 B O

官山大学医学部第ニタト科
〒930‐0194富山市杉谷 2630

120X13 D ○
愛染橋病院 (ノ

jヽ児外科)
〒556-0006大 阪市浪連区日本槍人 3-1-11

12020 認 O

新潟大学大学院医歯学総合研究牢|
生体機能調11医学尊攻機能fTI建医学講座
小児外科学分野
〒951‐8510新潟市旭Ⅲr通 1757

15005 認 ○
兵層[医科大学小児外科
〒663■5111西官市武庫川町 ll

12006 詢略 O
鹿児島大学医学部小児外利
〒390-8"0鹿児島市桜ヶ丘8-351 12021 認 ○

静岡県立こども病院 (夕い )
〒420‐8660静岡市葵区漆山860

12Kll16 A 0
鹿児島市立病院uヽ児外科 周産期医療センター)
〒892-8580鹿児島市カロ治屋町2017 12021 A ○

聖織浜松病院 (小児外科)
〒430‐ 8558浜松市中区住吉2-12-12

12009 認 ○
聖マリアンナ医科大学小児外科
〒216-8511川崎市宮前区菅生 2-16-1 12022 認 ○

村1奈川県立こども医療センター (一般外科)
〒232‐8555横浜市南区六ツ川2‐1384

12000 B ○
聖マリアンナ医fl大学横浜市西部病院(小児外科)
〒2410811横浜市旭区矢指町 1197-1 12023 認 ○

慶感義塾大学病院外科
〒160‐3582新宿区信脚「35

12011 認 ○
群馬県立ガヽ児医療センター (外lll)

〒377-8577渋 川市北橘村下籠田779 12o23 C ○
聖路加国際病院 (小児外科)
〒104‐3560中央区明石町 }l

12011 A 0
群馬大学医学部附属病院第一外科 (小児外科)
〒γl-8511前構市,8和町 3-3915 12023 D ○

総合大田病院 (小児外科)
〒373‐85“ 太lII市八幡町 29-5

12012 認 O 千葉大学医学部小児外科
〒260■670千葉市中央区亥鼻 1-3-1 認 0

日本大学医学部外ll学講座
〒173-8610板栃区大谷口上町 30-1

A O
国保松戸市立病院 (小児外科)
〒271-8511松 戸市上本郷 4005 12o27 B ○

都立大塚病院(4ヽ児外科)
〒170‐8476豊島区南大塚卜8-1

12012 C O
君津中央病院 (小児外科)
〒292-8535木 更津市桜井 1010 12027 C ○

沼泄市辛病院 (小児外科)
〒410Ю 302沼南市東椎路字春ノ木5al

12013 認 ○
順天堂大学畔 部小児外科講座
〒113-8421文京区本郷 2‐ 1‐ 1 14028 認 O 福岡市立

こども病院 ,感染症センター (外科)
〒810‐ll163福 岡市中央区店人町2-51

12013 B O 東京
ベイ 浦安市川医療センター (小児外科)
〒279‐ 0001満安市当代島 3´ 4-32 12029 認 ○

兵庫県立こども病院 (外科)
〒654‐0081神戸市須磨区高倉卸 ―】l

12013 F ○
lln天堂大学Fll属辣馬病院小児外科
〒177-8521練馬区高野台 3‐ 1-10 12029 A 〇

神戸大学医学部付属綱院小児外科
〒651「 l1017神 戸市中央区補町 7‐5-2

12013 G ○
東部地域病院小児外科
〒125-S12葛飾区亀有 5-14-1 12029 B ○

姫路赤十字病院 (小児外科)
〒6708540姫路市下手野 112-1
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12031 認 ○
東海大学医学部外科学系小児外科学
〒259-l193伊 勢原1'下相屋 143

14055 D ○
宇治徳洲会病院 (小児外科)
〒611‐0042字治市小倉町暮日森 38

13034 認 ○
久留米大学医学部小児外科
〒8"ヽ001:久留米市旭町 67

14055 E ○
近江八輔市立総合医療センター (小児外fl)
〒523‐0082近江人幡市土田田113●

13035 認 O
東京大学医学部附属病院小児タド科
〒H3-8655文京区本郷 7‐31 14055 F O 滋賀医科大学附属病院消化器

・乳腺一般外科
〒5“-2192大津市瀬田月輸町

14036 認 O 香川大学医学部小児外科
〒761‐0793本田部三木町池戸 1750-1

13066 認 0 県
立広島病院 (小児外科)
〒734‐8530広島市南区字品神田 ]う -54

14036 A ○
高知医療センター (小児外科)
〒78卜8555高知市池 2125-1 14057 認 O 獨協医科大学第

一外科
〒321つ
"3下
都賀郡壬生町北小林 880

14087 認 ○
広島大学病院小児外科
〒734-8551広 島市南区霞卜23 認 ○

埼玉医科大学小児外科
〒350-0495人間郡毛呂山町毛呂本郷 38

140γ A O 広島市立舟入病院 (小児外科)
〒7ЮЮ844広島市中区舟入幸町 14-1】

1瓢 l A ○
深谷赤十字病院 (小児外科)
〒3660052深谷市上柴町西5-3-1

14037 C 〇
独立行政法人日立病院機構呉医療センター(小児外科)
〒737-oo2呉市青山口F3-1 15061 B 〇

埼玉医科大学総合医療センタニ外科
〒350‐ 8550川越市鴨田辻道町 1981

14037 D ○
国立病院機構 補山医療センター小児外科
〒720-8520福 山市lll野上町 14」 17

16062 認 ○
北海道大学病院小児外件
〒0611‐ 8638札帆市北区北 15条西 7丁目

13038 認 ○
獨協医科大学越谷病院小児外科
〒343-8555越 谷市南越谷2-1-50

11062 A △
旭川医科大学第一外科
〒078‐ 8510旭川市縁力

'丘束 2条 1丁 El l l

l"41 認 ○
東北大学医学部小児外科
〒%0-“74■:台市青葉区星陵町卜1 11062 B ハ

日鋼記念病院 (外羽 )
〒051‐ 8501室蘭市新富町 1513

124M I E ○
山形大学医学部付属病院第2外 7‐I
〒990-9r.85山 形市銀田西 2-2-2

14064 認 ○
熊本大学医学部付属病院小児外科
〒8608556熊本市本荘 1-1-1

16043 認 O 埼
玉県立小児医景センター (外準})
〒339-855]さ いたま市岩槻区馬込2100

12066 認 ○
千葉県こども病院 (小児外科)
〒%6-0007千葉市場区辺田町 579■ 1

16044 認 ○
北海道立子ども総合医療・療育センター
〒lX16-tlo41オし幌市手稲区金山 1条 1‐240

12067 認 ○
大阪府立母子保処総合医療センター(小児タト科)
〒594-1101 禾口泉市室堂田r840

15045 認 ○
医療法人愛仁会高槻厳  (小児外科)
〒569・ 1192高槻市古曽部町 1-3-13

12067 A 〇
和歌山県立医科大学第2外科
〒641-tX112矛口歌山市紀三井寺 811-1

15047 認 ○
茨城県立こども病院 (小児外科)
〒3】 1-4145水戸市双葉台33-1 12068 認 ○

日本赤十字社医療センター(小児外科)
テ]50■935渋谷区広尾 4】 _92

13049 認 0
藤田保他衛生大学小児外科
〒4η-1192豊 明市沓掛町田楽ヶ窪 1‐98

13071 認 ○
長野県立こども病院 (外科)
〒399-8288安曇野市豊科 3100

13049 E ○ 夕
立″政法人日立病院機構長良医療センター(小児AFl)
〒m2-8558岐早市長良 1300-7 16074 認 ○

岩手医科大学

―

座
〒020-3505盛岡市内丸 19-1

130rJ0 認 O 杏
林大学病院小児外科
〒181-8611三屑市新川6_902 14075 認 O

大阪市立総合医療センター (小児外科)
75340021大 阪市都島区都島本通 2-13-22

13t151 認 ○
山梨県立中央病院 (小児タト科)
〒400-lXlν 甲府市富士見 111 140■ A ○

淀川キリスト教病院 (小児外科)
〒533-0032大阪市東淀川区淡路 2-9‐ 26

13051 A ○
山梨大学医学部第二外科
〒409-3898中 巨摩部王穂Fr下河束 11lo

14076 認 ○
石川県立中央病院 (小児外科)
〒920-8530金沢市鞍月東 2‐ 1

130% 認 ○
愛知県心身障害者コロニー中央病院 (小児外科)
〒480-03"春 日井市神屋町 7138 14078 認 ○

m大田総合病院附属大田西ノ内病院(小児,い)
〒%3-85田 郡山市西ノ内 2-5～2o

14054 認 △
独立行政法人国立病院機構 香川小児病院(小児外T・ l)
〒765-8501善 通寺市善通寺田r2603

16080 認 O
北里大学医学部外科
〒2"0374相模原市南区北里 1-15‐ 1

14055 認 ○

京都府立医科大学大学院小児外科学
〒602-0841京都1'上京区河原町通広小路上ル
梶井町 465

13)31 認 ○
関西医科大学附属枚方病院小児外科
〒573-1192枚方市新町 2‐ 3‐ 1

13081 A ○
北野病院 (小児外科)
〒5308480大阪市北区扇町 2-4-00014055 A ○

京都第一赤十宇病院 (小児外14)
〒6皓-0981京 tB市東山区本町 15-749
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15084 認 ○
広島市立広島市民病院 (小児外科)
〒730-8518広 島市中区基町 7‐

“

14109 認 ○
近設大学医学部奈良病院小児外科
〒630-0293生 駒市乙田町 1248-l

14086 認 O
福島県立医科大学医学部小児外科
〒960‐ 1295福 島市光が丘 l

12114 認 ○
新潟市民病院 (小児外科)
〒950-8739新 潟市素竹山 2-6-1

16087 認 ○
近畿大学医学部外科学教室
〒589‐3511大阪狭山市大野菜3772

12115 認 ○
三重大学消イヒ管・小児外科
〒5】 48507津市江戸橋 2‐ 174

11088 認 △
さいたま市立病院 (小児外科)
〒336-8522さ いたま市三室24“

12115 A ○
国立病院機構 二重病院小児外科
〒514-01%‖ :市大里窪田町357

13089 認 み ○
宙山市立宙山市民病院 (小児外III)

〒939‐8511富 山市今泉北部田r2-1
15117 認 ○

新潟県立中央病院 (小児タト科)
〒94301"上越市新NII町 2115

15090 認 ○
いわき市立総合磐城共立病院小児外科
〒973-8rD55い わき市内郷御躍町久世原 16

H l19 認 △
束邦大学医療センター大森病院小児外科
〒143-8541大 田区大森西 6-11-1

15093 認 O
秋田大学医学部小児外科
〒010-8543秋 田市本遭 1‐ 1-1

14120 認 ○
熊本赤十字病院 (小児外科)
〒862852011本市長嶺南 2-1-1

12∞ 4 認 ○
東京慈恵会医科大学外科
〒105‐8461港区西新橋 3‐ 25-8 認 ○

宮城県立こども病院 (タト+)  =
〒989-3126仙 台市背葉区落合 4‐3-17

120941 B O
川国市立医療センター (外科)
〒333‐ 0833川 国市西新井宿 180

14122 認 ○
熊本市立熊本市民病院 (小児外科)
〒862-8505熊 本市湖東 1-160

12095 認 ○
大分県立病院 (小児外科)
〒87卜8511大分市登饒 476

1412 認 ○
独立行政法人国立病院機構 岡山医躍センター(小児外■)
〒701‐ 1192岡山市田益 1711-1

12"7 認 0
名古屋大学医学部附属病院小児外科
〒466‐8560名古屋市昭和区鶴舞町65

12125 認 ○
福岡大学外科学講座
〒814-0180福 岡市城南区七隅 7-45‐ 1

12097 A ○
安城更生病院 (小児外科)
〒446-8602安城市安城鵬r東広rt 28

15126 認 〇
長崎大学医学部tll学部附属病院小児外科
〒852■ 501長崎市坂本 1-71

12097 C 〇
名古屋第一赤十字病院 (小児外科 ,
〒453‐ 8511名 古屋市中オ1区進下町 3-35

15127 認 ○
聖マリア病院 (小児外■l)
〒830-3543久 留米市津lil本町 42

12097 D ○
名古屋第二赤十字病院 (小児外科)
〒466-8650名古屋市R`和区妙見町29 15128 認 ○

東京女子医科大学小児外科 第二外科
〒1628666新宿区河田町81

12097 E ○
あいち小児保健医療総合センυ― (小児外科)
〒474-8710大府市森岡町尾坂田 1-2

15130 認 O
京キド大学医学部Fll属病院小児外科
〒a16-85t17京都市左京区聖護院川原町 54

13098 認 ○
川崎医科大学小児外科
〒η10192倉 敷市松島 577

15130 A ○
兵庄県立塚口病院
〒6610012尼崎市南塚口町68-17

1311Xl 認 0
自治医科大学とちぎ子ども医療センター

外科小児州
〒3290498下野市莱lF寺 331卜 1

15130 B 0
大阪赤十字病院
〒543-8555大 阪市天王寺区筆夕崎町 5-30

15131 認 ○
加古川市民病院小児外科
〒675-8611加 古川市米田町平‖:38← l16101 認 ○

弘前大学医学部Fll属病院小児外科
千C136-8563弘 前市本町 53

特 ○
東京都立小児総合医療センター

〒18卜8561府 中市武蔵台 2‐8-2910104 認 △
岩手県立中央病院 (小児外科)
千020-0066盛岡市上田 1-4-1

15133 認 O 東京女子医科大学八千代医療センタ
ー

〒276-Oo46ノ 千ヽ代市大和田新田477-96101C15 認 △
長岡赤十字病院 (小児外科)
〒940-2085長 岡市寺島町 297-1

16134 特 0
国際医療福祉大学病院小児外科
〒329-2763那 須塩原市井口537312106 認 0

名古屋市立大学小児・移植外刊
〒467‐ 8601名 古屋市瑞和区瑞穂町字川r2・ 1

16135 特 ○
金沢大学

"属

病院周産母子センター
〒9208641金沢市宝町 13‐ 112106 E ○

刈谷豊田総合病院外科
〒44卜 8505 Xll谷市住吉冊J515

16136 認 ○
仙台赤十字病院 (小児外■)
〒9828502仙 台市大白区八木山本町 2-43‐ 3161" 認 ○

北九Jll市立医療センター (小児外料)
〒8021Xlη Jヒ九州市小倉北区馬借 2卜 1

15108 認 ○
国立成宥医療研究センター (外科)
〒157-S535世田谷区大蔵 210-1
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